
対象校No. 学校コード F133310109661

設置年度 令和 2年度

計画の区分： 専門職大学の設置

岡山医療専門職大学 健康科学部 作業療法学科

　　担当部局（課）名 大学事務局

　　　職名・氏名 事務局長　本山　康代
モトヤマ ヤスヨ

　　　電話番号　　 ０８６-２３３-８０２０

　　　（夜間）　　

　　　ｅ－mail　　 motoyama@opu.ac.jp

「12月24日現在差替版」

認可

令和７年５月１日現在 

（改正前大学設置基準適用）

　学校法人本山学園　　　　

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　注１

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　作成担当者

　　　　　当該番号を記載してください。

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　該当番号を記載してください。

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

　　　　　https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/mext_01087.html

　　　４　対象校No.については、「【別紙】令和７年度AC報告書提出対象学科等.pdf」より、

　　　　　なお、該当がない場合は、本番号は学校基本調査での「学校コード」と同様の番号ですので、

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　学校コードについては、以下URLを確認の上、該当番号を記載してください。

注３

注2

注４
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ ムロヤマ　ヨシマサ ）

室山　義正

（平成26年4月）

（ アサリ　ショウジ ） （サイトウ　シンヤ）

浅利　正二 齋藤　信也

（令和2年4月） （令和6年4月）

（ クボヤマ　イズミ ） （ アサリ　ショウジ　シオタ　ユウタロウ ）

窪山　泉 浅利 正二　塩田 雄太郎

（令和2年4月）

（オノ　トシロウ）

小野　俊朗
（令和3年4月 6月

令和5年4月）

（ フタキ　トシコ ） （ ヨシダ　ナオキ　コバヤシ　リュウジ ）

二木　淑子 吉田　直樹 小林　隆司

（ユキ　シホウ）（オノ　トシロウ）
(ハマハタ　ホウセイ）

幸　信歩  小野　俊朗 濱畑
法生

（令和2年4月）
（令和2年4月 令和4年4月）

（令和5年4月 令和6年4月 令和7年
4月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和６年度に報告済の内容　→（６）

　　　　　　　 令和７年度に報告する内容　→（７）

　　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を記入してください。

　　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

学 部 長

学科長等

健康上の理由により令和3年3月末で
窪山泉教授が辞任したため、学長が
兼務していた(3)。令和3年6月1日,後
任に塩田雄太郎教授が就任（4）。
定年により令和5年3月末で塩田雄太
郎教授が辞任したため、令和5年4月1
日に小野俊朗教授が就任（5）。

学　　長

職　　名

就任予定の二木淑子が自己都合によ
り学科長就任を辞退したため。令和2
年4月1日（2）。吉田直樹学科長の任
期が満了となったため、小林隆司教
授が後任に就任した。令和4年4月1日
（4）
小林隆司教授が令和5年3月末に辞職
したため、令和5年4月より学科長に
幸信歩教授が就任した（5）
幸信歩教授が令和6年3月末に辞職し
たため、令和6年4月1日より小野学部
長が学科長を兼任した。（6）
小野俊朗教授が学部長と学科長を兼
任していたが、令和7年4月より濱畑
法生教授が学科長に就任した。（7）

任期満了のため、浅利正二が令和6年
3月末に辞任。後任として令和6年4月
1日より齋藤信也が学長に就任。
（6）

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人　本山学園

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載してください。

　　　　岡山医療専門職大学

　　　　岡山県岡山市北区大供三丁目２－１８

(注)・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒７００－０９１３

（３） 調査対象大学等の位置
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(注)・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試区分ごとではありません）。

　　  ・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、

　　　　　別ファイルにて提出してください。

　 　 ・　様式は、令和３年度開設の４年制の学科が完成年度を越えて報告する場合（令和７年度までの５年間）ですが、設置計画履行状況等調査の対象期間が６年を越え、様式に変更が必要な場合には、

　　　　　それらのコースや専攻単位でも記載したものを、別途ご連絡ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、

　　　　　専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載してください。

　　　に報告書を作成してください。

　健康科学部

　作業療法学科 人

　作業療法学士 年 人 人

（専門職） 人

人

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　 　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号（その２の２））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

　　　　 ・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択するとともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

14 － 39 － 42 － 23 － 18 － 22 －

(　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - )

[ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ]

14 － 38 － 42 － 23 － 17 － 21 －

(　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - )

[ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ]

13 － 23 － 21 － 14 － 10 － 13 －

(　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - )

[ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ]

11 － 18 － 20 － 11 － 10 － 11 －

( - ) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - ) (　-　) ( - )

[ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ] [ 0 ] [ - ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　 　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行っている場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。

　　　 　   該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　 　・　転入学生は記入しないでください。

　　　 　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　 　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）に分けて数値を記入してください。

　　　　　　春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。

　　　 　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した入学定員、入学者数で算出してください。

　　　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　 　　  ・  報告年度に春季入学以外の学期区分の設定を予定している場合は、「春季入学以外の学期区分について」で「春季入学以外の学期区分を設ける予定」を選択するとともに、

　　　　　　下欄に、入学時期と入学定員の内訳（予定を含む）を記載してください。（春季入学以外の学期区分の設定を予定していない場合は「－」を選択。）

　　　　　　算出に当たっては、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和８年度開設用）Ⅳ.33収容定員の充足状況」をご確認ください。

　　　　 　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。また、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　　 報告年度から起算した修業年限に相当する期間の収容定員充足率を記載してください。

　　 　　・　「収容定員充足率（控除後）」には、「収容定員充足率」が1.00倍を超える場合、「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」

　　　　　　第１条第２項により修業年限超過者を控除した場合及び附則第２項及び第４項を適用した場合の控除及び適用後の「収容定員充足率」を記入してください。

　　　　　　なお、「収容定員充足率」が1.00倍以下の場合や、1.00倍を越える場合であっても上記の控除及び適用がない場合には、「－」としてください。

　　 　　・　「（５）－②　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等」の「平均入学定員超過率」及び「収容定員充足率」は、「４　既設大学等の状況」AC対象学部学科等の倍率と一致しますので、

　　　 　・　「収容定員充足率」には、開設年度から報告年度までの報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記入してください。

備　考

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和６年度令和５年度令和２年度 令和３年度 令和４年度

4 30 120

3年次

4年次

備　　考

入学定員

0

設 置 時 の 計 画

修業年限

学生募集の停
止について

0

Ａ　 入学定員

－

(　- 　)

[ 　-　 ]

0.45

令和７年度

30

(　- 　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

(　- 　)

0.33

30

0.33倍

収容定員
充 足 率

－　倍

収容定員
充 足 率
（控除後）

Ｂ　 入学者数

志願者数

変更前　入学定員40人
変更日：令和6年4月1日（令和6年度報告）

0

－

0.36

[ 　-　 ]

0.270.28

[ 　-　 ]

0.50

40

(　- 　)

[ 　-　 ]

40

(　- 　)(　- 　)

合格者数

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

2年次

保健衛生学関係
（リハビリテー
ション関係）

編入学定員 収容定員

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

　  　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

受験者数

　　 　　・　調査対象学部等の開設年度から報告年度まで記入してください。なお、開設年度以前は「－」を記入してください。

40 40

　　　　　　留意して計算してください。

春季入学以外の
学期区分につい

て

　　　　 ・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

　　　　　（学生募集停止を予定していない場合は「－」を選択。）
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

11 － 18 － 20 － 11 － 10 － 11 －

[　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ]

（－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－）

－ － 11 － 18 － 20 － 10 － 9 －

[　－ ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ]

（－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） (2) （－） （－） （－）

－ － 10 － 18 － 15 － 9 －

[　－ ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ]

（－） （－） （－） （－） （－） （－） (2) （－） (2) （－）

－ － 10 － 17 － 12 －

[　－ ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ] [　0 ] [　－ ]

（－） （－） （－） （－） (1) （－） (1) （－）

(注)・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について、内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）

　　　　に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。

　　　　また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

備　　　　　考
令和６年度

計

１年次

２年次

３年次

４年次

[　　0　 ]

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

令和５年度

（　　3　 ）(    5    )（　　－　 ） （　　－　 ） （　　－　 ）

令和２年度 令和３年度

11 29 48 52

（　　－　 ）

令和７年度

[　0　 ] [　0　 ] [　0　 ] [　　0　 ][　0　 ]

令和４年度

4159
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

11 人 0 人 令和２年度 - 人 - 人

令和２年度 1 人 0 人 就学意欲の低下（１人）

令和３年度 0 人 0 人

令和２年度 0 人 0 人

令和３年度 0 人 0 人

令和４年度 0 人 0 人

令和２年度 0 人 0 人

令和３年度 0 人 0 人

令和４年度 5 人 0 人 修学意欲の低下（1人）、学力不足（3人）、就職（1人）

令和５年度 3 人 0 人 修学意欲の低下（1人）、就職（2人）

令和２年度 0 人 0 人

令和３年度 1 人 0 人 学生個人の心身に関する事情（1人）

令和４年度 3 人 0 人
修学意欲の低下（1人）、学力不足（1人）、他の教育機関へ
の入学（1人）

令和５年度 1 人 0 人 学力不足（1人）

令和６年度 1 人 0 人 学力不足（1人）

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

令和４年度 人 人

令和５年度 人 人

令和６年度 人 人

令和７年度 人 人

15 人 15 人 0 人

(注)・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生、転科生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・修学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（a+b） 11

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 1
令和３年度の在学者数（a+b） 30

【令和４年度】

令和４年度の退学者数（ａ） 0
令和４年度の在学者数（a+b） 48

【令和５年度】

令和５年度の退学者数（ａ） 8
令和５年度の在学者数（a+b） 67

【令和６年度】

令和６年度の退学者数（ａ） 6
令和６年度の在学者数（a+b） 58

【令和７年度】

令和７年度の退学者数（ａ） 0
令和７年度の在学者数（a+b） 41

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

0 ％

3.33 ％

0 ％

= = 10.34 ％

11.94 ％=

29 人

0

合　　計

人

令和５年度 59 人 8 人

人令和６年度 52 人 6

人令和４年度 48

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

令和２年度

令和３年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

1人

= = 0 ％

令和７年度 41 人 0 人

=

=

=

=

=

=

=
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【令和７年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 1 1 1 2 １前 1 2 0 2

2前 1 1 1 1 2 2前 1 2 0 1 2

3前 1 1 1 1 2 3前 1 2 0 1 2

職業人の倫理と道徳論 1後 2 1 職業人の倫理と道徳論 3後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

コミュニケーション英語 1前 2 1 コミュニケーション英語 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

2後 1 1 2後 1 1

1前 1 1 1前 1 1

1前 1 1 1前 1 1

情報収集と処理 1後 1 1 情報収集と処理 1後 1 0 1

統計分析の基礎 2後 1 1 統計分析の基礎 2後 1 1

3前 2 1 3前 2 1

コミュニケーション論 3前 1 1 コミュニケーション論 3前 1 1

テーマ設定と研究方法 3前 1 1 テーマ設定と研究方法 3前 1 1

研究デザイン 3前 1 6 1 研究デザイン 3前 1 5 0 1

小計（18科目） - 18 6 0 6 1 1 2 0 8 小計（18科目） - 18 6 0 5 0 2 2 0 10

○
　
○
　
科
　
目

3後 2 1 3後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

2前 1 1 2前 1 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 1 1 2前 1 1

1前 2 1 1後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1 0

2後 2 1 2後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

1後 1 1 1後 1 0 1

1前 1 1 1前 1 1

3後 1 3 3後 1 1 3

1後 1 1 1後 1 1 0

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1 0

2前 1 1 2前 1 1

2後 1 1 2後 1 1

作業療法セミナーⅠ 4前 1 1 作業療法セミナーⅠ 4前 1 0 1

作業療法セミナーⅡ 4後 1 1 作業療法セミナーⅡ 4後 1 1

3後 2 1 4後 2 1

1後 2 1 1後 2 0 1

2前 1 1 1 2前 1 1 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1

2後 1 1 1 3前 1 1 1

3前 1 1 3前 1 1

3前 1 2 2後 1 2

専
門
分
野

作業療法概論

基礎作業学

基礎作業学実習Ⅰ【※】

基礎作業学実習Ⅱ【※】

作業療法管理学概論

作業療法評価学

作業療法評価学実習Ⅰ
【※】

作業療法評価学実習Ⅱ
【※】

作業療法評価学実習Ⅲ
【※】

基礎作業療法治療学

基礎作業療法治療学実
習Ⅰ【※】

基
　
礎
　
科
　
目

専
門
基
礎
分
野

メディカル英語 

解剖学

解剖学実習Ⅰ【※】

解剖学実習Ⅱ【※】

生理学

生理学実習【※】

運動学

運動学実習【※】

人間発達学

臨床医学概論

病理学

精神医学

整形外科学

内科学

神経内科学

小児科学

リハビリテーション医学

リハビリテーション概論

地域包括マネジメント論

多職種連携論

基
　
礎
　
科
　
目

大学入門

基盤ゼミⅠ

基盤ゼミⅡ

心理学

哲学概論

健康科学概論

日本の歴史と文化

国際政治経済論

基礎生物

基礎物理

人間関係論

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置

２　授業科目の概要

＜健康科学部　作業療法学科＞

【認可時又は届出時】

（１）－① 授業科目表

授業科目の名称

兼
任
・
兼
担

科目
区分

大学入門

基盤ゼミⅠ

基盤ゼミⅡ

心理学

哲学概論

健康科学概論

日本の歴史と文化

国際関係論

基礎生物

基礎物理

人間関係論

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
基
礎
分
野

メディカル英語 

解剖学

解剖学実習Ⅰ【※】

解剖学実習Ⅱ【※】

生理学

生理学実習【※】

運動学

運動学実習【※】

人間発達学

臨床医学概論

病理学

精神医学

整形外科学

内科学

神経内科学

小児科学

リハビリテーション医学

リハビリテーション概論

地域包括マネジメント論

多職種連携論

専
門
分
野

作業療法概論

基礎作業学

基礎作業学実習Ⅰ【※】

基礎作業学実習Ⅱ【※】

作業療法管理学概論

作業療法評価学

作業療法評価学実習Ⅰ
【※】

作業療法評価学実習Ⅱ
【※】

作業療法評価学実習Ⅲ
【※】

基礎作業療法治療学

基礎作業療法治療学実
習Ⅰ【※】
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

3前 1 1 1 2後 1 1 1

身体障害作業療法学Ⅰ 2前 2 1 身体障害作業療法学Ⅰ 1後 2 0 1

身体障害作業療法学Ⅱ 2前 2 1 身体障害作業療法学Ⅱ 2前 2 0 1

身体障害作業療法学Ⅲ 3前 1 1 2後 1 0 1

身体障害作業療法学Ⅳ 3前 1 1 2後 1 0 1

2前 1 1 1 2前 1 2 1

2後 1 1 1 2後 1 0 1 1

3前 1 2 3前 1 2

2後 1 1 2後 1 0 1

3前 1 1 1 2 3前 1 1 0 1 2

精神障害作業療法学 2後 1 1 精神障害作業療法学 3前 1 1 0

2後 2 1 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2前 1 1 2前 1 1 0

2後 1 1 1 2後 1 1 1

3後 1 1 3後 1 1

4前 1 2 4前 1 2

4前 1 1 4前 1 0 3

4前 1 2 4前 1 2

2後 2 1 2前 2 0 1

3後 1 1 2前 1 0 1

3後 1 1 3前 1 1

1通 1 1 1 1 1通 1 1 1 1

3前 3 1 1 1 3前 3 1 0 1 1

3後 9 1 1 3後 9 0 1 2

4前 9 1 1 4前 9 2 1

小計（59科目） ― 89 8 0 6 1 1 2 0 19 小計（59科目） ― 90 7 0 5 0 2 2 0 19

ヒューマンサービス論 2後 2 1 ヒューマンサービス論 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

4前 2 1 4前 2 1

4前 2 1 4前 2 0 1

4前 2 1 4前 2 0 1

4前 2 1 4前 2 1

4前 2 11 4前 2 14

小計（10科目） ― 20 0 0 3 0 0 0 0 17 小計（10科目） ― 20 0 0 1 0 0 0 0 22

3後 1 6 1 3後 1 4 0 1

4前 1 6 1 4前 1 4 0 1

3後 1 2 1 3後 1 2 1

4前 1 2 4前 1 2

4後 2 6 1 1 1 4後 2 5 0 2 1

小計（5科目） ― 4 2 0 6 1 1 1 0 0 小計（5科目） ― 4 2 0 5 0 2 1 0 0

- 131 16 0 6 1 1 2 0 37 - 132 15 0 5 0 2 2 0 48

総
 
合
 
科
 
目

総合研究Ⅰ

総合研究Ⅱ

総合演習Ⅰ

総合演習Ⅱ

卒業論文

合計（92科目）

卒業要件及び履修方法

総合実習Ⅰ【臨】

総合実習Ⅱ【臨】

展
　
開
　
科
　
目

人間形成論

家族関係論

地域社会論

コミュニティ形成論

地域生活と健康

特別支援教育

人間工学

ライフサイクル論

岡山経営者論

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
分
野

基礎作業療法治療学実
習Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅰ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅲ【※】

老年期障害作業療法学

老年期障害作業療法実
習【※】

作業療法演習Ⅰ

作業療法演習Ⅱ

日常生活活動学

日常生活活動学実習
【※】

義肢装具学

応用治療技術実習Ⅰ
（徒手療法）【※】

応用治療技術実習Ⅱ（リ
ハビリ工学）【※】

応用治療技術実習Ⅲ
（セルフコンディショニン
グ）【※】

生活環境学

地域作業療法学

予防作業療法学

見学実習【臨】

評価実習【臨】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

【卒業要件】
本学科の卒業要件は、以下の通りとする。
１）本学に4年以上在学すること。
２）次により、必修科目131単位、選択科目4単位以上を履修すること。
　基礎科目22単位以上
　　必修科目18単位以上
　　選択科目4単位以上
　職業専門科目89単位以上
　　専門基礎分野科目から必修科目32単位以上
　　専門分野科目から必修科目57単位以上
　展開科目必修科目20単位以上
　総合科目必修科目４単位以上
　
　実習・実験科目から40単位以上
　　うち、臨地実務実習22単位以上

　履修登録上限は、１年間において39単位とする。
ただし、成績優秀者は41単位まで履修登録することができる。

卒業要件及び履修方法

【卒業要件】
本学科の卒業要件は、以下の通りとする。
１）本学に4年以上在学すること。
２）次により、必修科目132単位、選択科目4単位以上を履修すること。
　基礎科目22単位以上
　　必修科目18単位以上
　　選択科目4単位以上
　職業専門科目90単位以上
　　専門基礎分野科目から必修科目32単位以上
　　専門分野科目から必修科目58単位以上
　展開科目必修科目20単位以上
　総合科目必修科目4単位以上
　
　実習・実験科目から40単位以上
　　うち、臨地実務実習22単位以上

　履修登録上限は、１年間において39単位とする。
ただし、成績優秀者は41単位まで履修登録することができる。

応用治療技術実習Ⅰ
（徒手療法）【※】

応用治療技術実習Ⅱ（リ
ハビリ工学）【※】

応用治療技術実習Ⅲ
（セルフコンディショニン
グ）【※】

生活環境学

地域作業療法学

予防作業療法学

見学実習【臨】

評価実習【臨】

総合実習Ⅰ【臨】

身体障害作業療法実習
Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅲ【※】

老年期障害作業療法学

老年期障害作業療法実
習【※】

作業療法演習Ⅰ

作業療法演習Ⅱ

日常生活活動学

日常生活活動学実習
【※】

義肢装具学

総
 
合
 
科
 
目

総合研究Ⅰ

総合研究Ⅱ

総合演習Ⅰ

総合演習Ⅱ

卒業論文

合計（92科目）

総合実習Ⅱ【臨】

展
　
開
　
科
　
目

人間形成論

家族関係論

地域社会論

コミュニティ形成論

地域生活と健康

特別支援教育

人間工学

ライフサイクル論

岡山経営者論

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
分
野

基礎作業療法治療学実
習Ⅱ【※】

身体障害作業療法学Ⅲ

身体障害作業療法学Ⅳ

身体障害作業療法実習
Ⅰ【※】

8



【令和６年度】 【令和５年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 1 2 0 2 １前 1 1 1 2

2前 1 2 0 1 2 2前 1 1 1 1 2

3前 1 2 0 1 2 3前 1 1 1 1 2

職業人の倫理と道徳論 3後 2 1 職業人の倫理と道徳論 1後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

コミュニケーション英語 1前 2 1 コミュニケーション英語 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

2後 1 1 2後 1 1

1前 1 1 1前 1 1

1前 1 1 1前 1 1

情報収集と処理 1後 1 0 0 1 情報収集と処理 1後 1 0 1

統計分析の基礎 2後 1 1 統計分析の基礎 2後 1 1

3前 2 1 3前 2 1

コミュニケーション論 3前 1 1 コミュニケーション論 3前 1 1

テーマ設定と研究方法 3前 1 1 テーマ設定と研究方法 3前 1 1

研究デザイン 3前 1 5 0 1 研究デザイン 3前 1 5 2

小計（18科目） - 18 6 0 5 0 2 2 0 9 小計（18科目） - 18 6 0 5 2 1 2 0 8

3後 2 1 3後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

2前 1 1 2前 1 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 1 1 2前 1 1

1後 2 1 1後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 0 1後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

1後 1 0 1 1後 1 1

1前 1 1 0 1前 1 0 1

3後 1 1 3 3後 1 3

1後 1 1 0 1後 1 0 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 0 1後 1 0 1

2前 1 1 2前 1 1

2後 1 1 2後 1 1

作業療法セミナーⅠ 4前 1 1 作業療法セミナーⅠ 4前 1 1

作業療法セミナーⅡ 4後 1 0 1 作業療法セミナーⅡ 4後 1 1

4後 2 1 3後 2 1

1後 2 0 1 0 1後 2 1

2前 1 1 1 2前 1 1 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1

3前 1 1 1 2後 1 1 1

3前 1 1 3前 1 1

2後 1 2 3前 1 2

基礎作業療法治療学

基礎作業療法治療学実
習Ⅰ【※】

専
門
分
野

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目 作業療法概論

基礎作業学

基礎作業学実習Ⅰ【※】

基礎作業学実習Ⅱ【※】

作業療法管理学概論

作業療法評価学

作業療法評価学実習Ⅰ
【※】

作業療法評価学実習Ⅱ
【※】

作業療法評価学実習Ⅲ
【※】

科目
区分

基
　
礎
　
科
　
目

大学入門

基盤ゼミⅠ

基盤ゼミⅡ

哲学概論

健康科学概論

日本の歴史と文化

国際政治経済論

基礎生物

基礎物理

人間関係論

専
門
基
礎
分
野

メディカル英語 

解剖学

解剖学実習Ⅰ【※】

解剖学実習Ⅱ【※】

生理学

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

生理学実習【※】

運動学

運動学実習【※】

人間発達学

臨床医学概論

病理学

精神医学

整形外科学

内科学

神経内科学

小児科学

リハビリテーション医学

リハビリテーション概論

地域包括マネジメント論

多職種連携論

専
門
分
野

作業療法概論

基礎作業学

基礎作業学実習Ⅰ【※】

基礎作業学実習Ⅱ【※】

作業療法管理学概論

作業療法評価学

作業療法評価学実習Ⅰ
【※】

作業療法評価学実習Ⅱ
【※】

作業療法評価学実習Ⅲ
【※】

基礎作業療法治療学

基礎作業療法治療学実
習Ⅰ【※】

科目
区分

基
　
礎
　
科
　
目

大学入門

基盤ゼミⅠ

基盤ゼミⅡ

心理学

哲学概論

健康科学概論

日本の歴史と文化

国際政治経済論

基礎生物

基礎物理

人間関係論

専任教員等の配置単位数 配
当
年
次

単位数兼
任
・
兼
担

専
門
基
礎
分
野

メディカル英語 

解剖学

解剖学実習Ⅰ【※】

解剖学実習Ⅱ【※】

生理学

生理学実習【※】

運動学

運動学実習【※】

人間発達学

臨床医学概論

病理学

精神医学

整形外科学

内科学

神経内科学

小児科学

リハビリテーション医学

リハビリテーション概論

地域包括マネジメント論

多職種連携論

兼
任
・
兼
担

授業科目の名称

配
当
年
次

心理学

授業科目の名称

専任教員等の配置
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

2後 1 1 1 3前 1 1 1

身体障害作業療法学Ⅰ 1後 2 1 0 身体障害作業療法学Ⅰ 2前 2 1

身体障害作業療法学Ⅱ 2前 2 0 1 身体障害作業療法学Ⅱ 2前 2 1

2後 1 1 0 3前 1 0 1

2後 1 0 0 1 3前 1 0 1

2前 1 1 1 2前 1 1 1

2後 1 0 0 1 1 0 2後 1 0 1 1

3前 1 2 3前 1 2

2後 1 1 2後 1 1

3前 1 1 0 1 2 3前 1 1 0 1 2

精神障害作業療法学 3前 1 1 0 精神障害作業療法学 2後 1 1 0

2後 2 1 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2前 1 1 0 2前 1 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1

3後 1 1 3後 1 1

4前 1 2 4前 1 2

4前 1 0 0 1 4前 1 0 1

4前 1 2 4前 1 2

2前 2 1 0 2後 2 0 1

2前 1 0 1 3後 1 1

3前 1 1 3後 1 1

1通 1 1 0 1 1 1通 1 0 1 1 1

3前 3 1 0 1 1 3前 3 1 1 1 1

3後 9 0 0 1 2 3後 9 0 1 1

4前 9 1 1 4前 9 1 1

小計（59科目） ― 90 7 0 5 0 2 2 0 17 小計（59科目） ― 89 8 0 5 2 1 2 0 19

ヒューマンサービス論 2後 2 1 ヒューマンサービス論 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

4前 2 1 4前 2 1

4前 2 0 1 4前 2 1

4前 2 0 0 1 4前 2 0 1

4前 2 1 4前 2 1

4前 2 11 4前 2 11

小計（10科目） ― 20 0 0 1 0 0 0 0 19 小計（10科目） ― 20 0 0 1 1 0 0 0 17

3後 1 4 0 3後 1 5 2

4前 1 4 0 4前 1 5 2

3後 1 2 1 3後 1 2 1

4前 1 2 4前 1 2

4後 2 5 0 2 1 0 4後 2 5 2 1 1

小計（5科目） ― 4 2 0 5 0 2 1 0 0 小計（5科目） ― 4 2 0 5 2 1 1 0 0

- 132 15 0 5 0 2 2 0 42 - 131 16 0 5 2 1 2 0 38

総
 
合
 
科
 
目

総合研究Ⅰ

総合研究Ⅱ

総合演習Ⅱ

卒業論文

合計（92科目）

展
　
開
　
科
　
目

人間形成論

家族関係論

地域社会論

コミュニティ形成論

地域生活と健康

特別支援教育

人間工学

ライフサイクル論

岡山経営者論

応用治療技術実習Ⅱ（リ
ハビリ工学）【※】
応用治療技術実習Ⅲ
（セルフコンディショニン
グ）【※】

生活環境学

地域作業療法学

予防作業療法学

見学実習【臨】

評価実習【臨】

総合実習Ⅰ【臨】

総合実習Ⅱ【臨】

基礎作業療法治療学実
習Ⅱ【※】

身体障害作業療法学Ⅲ

身体障害作業療法学Ⅳ

身体障害作業療法実習
Ⅰ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅱ【※】

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
分
野

身体障害作業療法実習
Ⅲ【※】

老年期障害作業療法学

老年期障害作業療法実
習【※】

作業療法演習Ⅰ

総
 
合
 
科
 
目

総合研究Ⅰ

総合研究Ⅱ

総合演習Ⅱ

卒業論文

合計（92科目）

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
分
野

展
　
開
　
科
　
目

人間形成論

家族関係論

地域社会論

コミュニティ形成論

特別支援教育

人間工学

ライフサイクル論

岡山経営者論

応用治療技術実習Ⅱ（リ
ハビリ工学）【※】
応用治療技術実習Ⅲ
（セルフコンディショニン
グ）【※】

生活環境学

地域作業療法学

予防作業療法学

見学実習【臨】

評価実習【臨】

総合実習Ⅰ【臨】

総合実習Ⅱ【臨】

身体障害作業療法実習
Ⅲ【※】

老年期障害作業療法学

老年期障害作業療法実
習【※】

作業療法演習Ⅰ

応用治療技術実習Ⅰ
（徒手療法）【※】

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

基礎作業療法治療学実
習Ⅱ【※】

身体障害作業療法学Ⅲ

身体障害作業療法学Ⅳ

身体障害作業療法実習
Ⅰ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅱ【※】

作業療法演習Ⅱ

日常生活活動学

日常生活活動学実習
【※】

義肢装具学

応用治療技術実習Ⅰ
（徒手療法）【※】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

地域生活と健康

卒業要件及び履修方法

総合演習Ⅰ 総合演習Ⅰ

作業療法演習Ⅱ

日常生活活動学

日常生活活動学実習
【※】

義肢装具学

卒業要件及び履修方法

【卒業要件】
本学科の卒業要件は、以下の通りとする。
１）本学に4年以上在学すること。
２）次により、必修科目132単位、選択科目4単位以上を履修すること。
　基礎科目22単位以上
　　必修科目18単位以上
　　選択科目4単位以上
　職業専門科目90単位以上
　　専門基礎分野科目から必修科目32単位以上
　　専門分野科目から必修科目58単位以上
　展開科目必修科目20単位以上
　総合科目必修科目4単位以上
　
　実習・実験科目から40単位以上
　　うち、臨地実務実習22単位以上

　履修登録上限は、１年間において39単位とする。
ただし、成績優秀者は41単位まで履修登録することができる。

【卒業要件】
本学科の卒業要件は、以下の通りとする。
１）本学に4年以上在学すること。
２）次により、必修科目131単位、選択科目4単位以上を履修すること。
　基礎科目22単位以上
　　必修科目18単位以上
　　選択科目4単位以上
　職業専門科目89単位以上
　　専門基礎分野科目から必修科目32単位以上
　　専門分野科目から必修科目57単位以上
　展開科目必修科目20単位以上
　総合科目必修科目４単位以上
　
　実習・実験科目から40単位以上
　　うち、臨地実務実習22単位以上

　履修登録上限は、１年間において39単位とする。
ただし、成績優秀者は41単位まで履修登録することができる。
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【令和４年度】 【令和３年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 1 1 1 2 １前 1 1 1 2

2前 1 1 1 1 2 2前 1 1 1 1 2

3前 1 1 1 1 2 3前 1 1 1 1 2

職業人の倫理と道徳論 1後 2 1 職業人の倫理と道徳論 1後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

コミュニケーション英語 1前 2 1 コミュニケーション英語 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

2後 1 1 2後 1 1

1前 1 1 1前 1 1

1前 1 1 1前 1 1

情報収集と処理 1後 1 1 情報収集と処理 1後 1 1

統計分析の基礎 2後 1 1 統計分析の基礎 2後 1 1

3前 2 1 3前 2 1

コミュニケーション論 3前 1 1 コミュニケーション論 3前 1 1

テーマ設定と研究方法 3前 1 1 テーマ設定と研究方法 3前 1 1

研究デザイン 3前 1 6 1 研究デザイン 3前 1 6 1

小計（18科目） - 18 6 0 6 1 1 2 0 8 小計（18科目） - 18 6 0 6 1 1 2 0 8

3後 2 1 3後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

2前 1 1 2前 1 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 1 1 2前 1 1

1後 2 1 1後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

1前 1 1 1前 1 1

3後 1 3 3後 1 3

1後 1 1 1後 1 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 1 1 1後 1 1

2前 1 1 2前 1 1

2後 1 1 2後 1 1

作業療法セミナーⅠ 4前 1 1 作業療法セミナーⅠ 4前 1 1

作業療法セミナーⅡ 4後 1 1 作業療法セミナーⅡ 4後 1 1

3後 2 1 3後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 1 1 1 2前 1 1 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1

3前 1 1 3前 1 1

3前 1 2 3前 1 2

3前 1 1 1 3前 1 1 1

身体障害作業療法学Ⅰ 2前 2 1 身体障害作業療法学Ⅰ 2前 2 1

身体障害作業療法学Ⅱ 2前 2 1 身体障害作業療法学Ⅱ 2前 2 1

身体障害作業療法学Ⅲ 3前 1 1 身体障害作業療法学Ⅲ 3前 1 1

身体障害作業療法学Ⅳ 3前 1 1 身体障害作業療法学Ⅳ 3前 1 1

2前 1 1 1 2前 1 1 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1

3前 1 2 3前 1 2

2後 1 1 2後 1 1

身体障害作業療法実習
Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅲ【※】

老年期障害作業療法学

専
門
分
野

作業療法管理学概論

作業療法評価学

作業療法評価学実習Ⅰ
【※】

作業療法評価学実習Ⅱ
【※】

作業療法評価学実習Ⅲ
【※】

基礎作業療法治療学

基礎作業療法治療学実
習Ⅰ【※】

基礎作業療法治療学実
習Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅰ【※】

神経内科学

小児科学

リハビリテーション医学

リハビリテーション概論

地域包括マネジメント論

多職種連携論

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

作業療法概論

基礎作業学

基礎作業学実習Ⅰ【※】

基礎作業学実習Ⅱ【※】

生理学実習【※】

運動学

運動学実習【※】

人間発達学

臨床医学概論

病理学

精神医学

整形外科学

内科学

専
門
基
礎
分
野

メディカル英語 

解剖学

解剖学実習Ⅰ【※】

専
門
分
野

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

地域包括マネジメント論

多職種連携論

作業療法概論

基礎作業学

基礎作業学実習Ⅰ【※】

基礎作業学実習Ⅱ【※】

作業療法管理学概論

作業療法評価学

作業療法評価学実習Ⅰ
【※】

作業療法評価学実習Ⅱ
【※】

作業療法評価学実習Ⅲ
【※】

基礎作業療法治療学

基礎作業療法治療学実
習Ⅰ【※】

基礎作業療法治療学実
習Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅰ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅲ【※】

老年期障害作業療法学

臨床医学概論

病理学

精神医学

整形外科学

内科学

神経内科学

小児科学

リハビリテーション医学

リハビリテーション概論

メディカル英語 

解剖学

解剖学実習Ⅰ【※】

解剖学実習Ⅱ【※】

生理学

生理学実習【※】

運動学

運動学実習【※】

人間発達学

科目
区分

基
　
礎
　
科
　
目

大学入門

基盤ゼミⅠ

基盤ゼミⅡ

心理学

哲学概論

健康科学概論

日本の歴史と文化

国際政治経済論

基礎生物

基礎物理

人間関係論

基
　
礎
　
科
　
目

大学入門

基盤ゼミⅠ

基盤ゼミⅡ

心理学

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

兼
任
・
兼
担

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置

哲学概論

健康科学概論

日本の歴史と文化

国際政治経済論

基礎生物

基礎物理

人間関係論

科目
区分

専
門
基
礎
分
野

解剖学実習Ⅱ【※】

生理学
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

3前 1 1 1 2 3前 1 1 1 2

精神障害作業療法学 2後 1 1 精神障害作業療法学 2後 1 1

2後 2 1 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2前 1 1 2前 1 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1

3後 1 1 3後 1 1

4前 1 2 4前 1 2

4前 1 1 4前 1 1

4前 1 2 4前 1 2

2後 2 1 2後 2 1

3後 1 1 3後 1 1

3後 1 1 3後 1 1

1通 1 1 1 1 1通 1 1 1 1

3前 3 1 1 1 3前 3 1 1 1

3後 9 1 1 3後 9 1 1

4前 9 1 1 4前 9 1 1

小計（59科目） ― 89 8 0 6 1 1 2 0 19 小計（59科目） ― 89 8 0 6 1 1 2 0 19

ヒューマンサービス論 2後 2 1 ヒューマンサービス論 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

4前 2 1 4前 2 1

4前 2 1 4前 2 1

4前 2 1 4前 2 1

4前 2 1 4前 2 1

4前 2 11 4前 2 11

小計（10科目） ― 20 0 0 3 0 0 0 0 17 小計（10科目） ― 20 0 0 3 0 0 0 0 17

3後 1 6 1 3後 1 6 1

4前 1 6 1 4前 1 6 1

3後 1 2 1 3後 1 2 1

4前 1 2 4前 1 2

4後 2 6 1 1 1 4後 2 6 1 1 1

小計（5科目） ― 4 2 0 6 1 1 1 0 0 小計（5科目） ― 4 2 0 6 1 1 1 0 0

- 131 16 0 6 1 1 2 0 37 ― 131 16 0 6 1 1 2 0 37

総
 
合
 
科
 
目

総合研究Ⅰ

総合研究Ⅱ

総合演習Ⅱ

卒業論文

合計（92科目）

総
 
合
 
科
 
目

総合研究Ⅰ

総合研究Ⅱ

総合演習Ⅱ

卒業論文

家族関係論

地域社会論

コミュニティ形成論

地域生活と健康

特別支援教育

人間工学

ライフサイクル論

岡山経営者論

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
分
野

展
　
開
　
科
　
目

応用治療技術実習Ⅲ
（セルフコンディショニン
グ）【※】

生活環境学

地域作業療法学

予防作業療法学

見学実習【臨】

評価実習【臨】

総合実習Ⅰ【臨】

総合実習Ⅱ【臨】

人間形成論

兼
任
・
兼
担

老年期障害作業療法実
習【※】

作業療法演習Ⅰ

作業療法演習Ⅱ

日常生活活動学

日常生活活動学実習
【※】

義肢装具学

応用治療技術実習Ⅰ
（徒手療法）【※】

応用治療技術実習Ⅱ（リ
ハビリ工学）【※】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置

合計（92科目）

専
門
分
野

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

総合実習Ⅰ【臨】

総合実習Ⅱ【臨】

展
　
開
　
科
　
目

人間形成論

家族関係論

地域社会論

コミュニティ形成論

地域生活と健康

特別支援教育

人間工学

ライフサイクル論

岡山経営者論

義肢装具学

応用治療技術実習Ⅰ
（徒手療法）【※】

応用治療技術実習Ⅱ（リ
ハビリ工学）【※】

応用治療技術実習Ⅲ
（セルフコンディショニン
グ）【※】

生活環境学

地域作業療法学

予防作業療法学

見学実習【臨】

評価実習【臨】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

老年期障害作業療法実
習【※】

日常生活活動学

日常生活活動学実習
【※】

作業療法演習Ⅰ

作業療法演習Ⅱ

総合演習Ⅰ

卒業要件及び履修方法

【卒業要件】
本学科の卒業要件は、以下の通りとする。
１）本学に4年以上在学すること。
２）次により、必修科目131単位、選択科目4単位以上を履修すること。
　基礎科目22単位以上
　　必修科目18単位以上
　　選択科目4単位以上
　職業専門科目89単位以上
　　専門基礎分野科目から必修科目32単位以上
　　専門分野科目から必修科目57単位以上
　展開科目必修科目20単位以上
　総合科目必修科目４単位以上
　
　実習・実験科目から40単位以上
　　うち、臨地実務実習22単位以上

　履修登録上限は、１年間において39単位とする。
ただし、成績優秀者は41単位まで履修登録することができる。

卒業要件及び履修方法

【卒業要件】
本学科の卒業要件は、以下の通りとする。
１）本学に4年以上在学すること。
２）次により、必修科目131単位、選択科目4単位以上を履修すること。
　基礎科目22単位以上
　　必修科目18単位以上
　　選択科目4単位以上
　職業専門科目89単位以上
　　専門基礎分野科目から必修科目32単位以上
　　専門分野科目から必修科目57単位以上
　展開科目必修科目20単位以上
　総合科目必修科目４単位以上
　
　実習・実験科目から40単位以上
　　うち、臨地実務実習22単位以上

　履修登録上限は、１年間において39単位とする。
ただし、成績優秀者は41単位まで履修登録することができる。

総合演習Ⅰ
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【令和2年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 1 1 1 2

2前 1 1 1 1 2

3前 1 1 1 1 2

職業人の倫理と道徳論 1後 2 1

1前 2 1

1前 2 1

1後 1 1

コミュニケーション英語 1前 2 1

1前 2 1

2後 1 1

1前 1 1

1前 1 1

情報収集と処理 1後 1 1

統計分析の基礎 2後 1 1

3前 2 1

コミュニケーション論 3前 1 1

テーマ設定と研究方法 3前 1 1

研究デザイン 3前 1 6 1

小計（18科目） - 18 6 0 6 1 1 2 0 8

3後 2 1

1前 2 1

1後 1 1

2前 1 1

1前 2 1

1後 1 1

1後 2 1

○
　
○
　
科
　
目

2前 1 1

1前 2 1

1前 2 1

1後 2 1

2後 2 1

2前 2 1

1後 2 1

2前 2 1

2前 2 1

1後 1 1

1前 1 1

3後 1 3

1後 1 1

1前 2 1

1後 1 1

2前 1 1

2後 1 1

作業療法セミナーⅠ 4前 1 1

作業療法セミナーⅡ 4後 1 1

3後 2 1

1後 2 1

2前 1 1 1

2後 1 1 1

2後 1 1 1

3前 1 1

3前 1 2

3前 1 1 1

身体障害作業療法学Ⅰ 2前 2 1

身体障害作業療法学Ⅱ 2前 2 1

身体障害作業療法学Ⅲ 3前 1 1

身体障害作業療法学Ⅳ 3前 1 1

2前 1 1 1

作業療法管理学概論

作業療法評価学

作業療法評価学実習Ⅰ
【※】

作業療法評価学実習Ⅱ
【※】

作業療法評価学実習Ⅲ
【※】

基礎作業療法治療学

基礎作業療法治療学実
習Ⅰ【※】

基礎作業療法治療学実
習Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅰ【※】

小児科学

リハビリテーション医学

リハビリテーション概論

地域包括マネジメント論

多職種連携論

作業療法概論

基礎作業学

基礎作業学実習Ⅰ【※】

基礎作業学実習Ⅱ【※】

科目
区分

基
　
礎
　
科
　
目

大学入門

基盤ゼミⅠ

基盤ゼミⅡ

心理学

哲学概論

健康科学概論

日本の歴史と文化

国際政治経済論

基礎生物

基礎物理

人間関係論

病理学

精神医学

整形外科学

内科学

神経内科学

人間発達学

臨床医学概論

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

専
門
基
礎
分
野

メディカル英語 

解剖学

解剖学実習Ⅰ【※】

解剖学実習Ⅱ【※】

生理学

生理学実習【※】

運動学

運動学実習【※】

13



必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

2後 1 1 1

3前 1 2

2後 1 1

3前 1 1 1 2

精神障害作業療法学 2後 1 1

2後 2 1

3後 2 1

2前 1 1

2後 1 1 1

3後 1 1

4前 1 2

4前 1 1

4前 1 2

2後 2 1

3後 1 1

3後 1 1

1通 1 1 1 1

3前 3 1 1 1

3後 9 1 1

4前 9 1 1

小計（59科目） ― 89 8 0 6 1 1 2 0 19

ヒューマンサービス論 2後 2 1

3後 2 1

3前 2 1

3後 2 1

3後 2 1

4前 2 1

4前 2 1

4前 2 1

4前 2 1

4前 2 11

小計（10科目） ― 20 0 0 3 0 0 0 0 17

3後 1 6 1

4前 1 6 1

3後 1 2 1

4前 1 2

4後 2 6 1 1 1

小計（5科目） ― 4 2 0 6 1 1 1 0 0

― 131 16 0 6 1 1 2 0 37

総合実習Ⅱ【臨】

総
 
合
 
科
 
目

総合研究Ⅰ

総合研究Ⅱ

総合演習Ⅱ

卒業論文

合計（92科目）

展
　
開
　
科
　
目

人間形成論

家族関係論

地域社会論

コミュニティ形成論

地域生活と健康

特別支援教育

人間工学

ライフサイクル論

岡山経営者論

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数

職
　
業
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
分
野

身体障害作業療法実習
Ⅱ【※】

身体障害作業療法実習
Ⅲ【※】

老年期障害作業療法学

老年期障害作業療法実
習【※】

作業療法演習Ⅰ

作業療法演習Ⅱ

日常生活活動学

日常生活活動学実習
【※】

義肢装具学

応用治療技術実習Ⅰ
（徒手療法）【※】

応用治療技術実習Ⅱ（リ
ハビリ工学）【※】

応用治療技術実習Ⅲ
（セルフコンディショニン
グ）【※】

生活環境学

地域作業療法学

予防作業療法学

見学実習【臨】

評価実習【臨】

総合実習Ⅰ【臨】

専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

総合演習Ⅰ

卒業要件及び履修方法

【卒業要件】
本学科の卒業要件は、以下の通りとする。
１）本学に4年以上在学すること。
２）次により、必修科目131単位、選択科目4単位以上を履修すること。
　基礎科目22単位以上
　　必修科目18単位以上
　　選択科目4単位以上
　職業専門科目89単位以上
　　専門基礎分野科目から必修科目32単位以上
　　専門分野科目から必修科目57単位以上
　展開科目必修科目20単位以上
　総合科目必修科目４単位以上
　
　実習・実験科目から40単位以上
　　うち、臨地実務実習22単位以上

　履修登録上限は、１年間において39単位とする。
ただし、成績優秀者は41単位まで履修登録することができる。
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(注)・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。

　　　・　不要な年度（令和６年度開設であれば令和５年度以前）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）

　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、旧カリキュラムについても記載してください。

　　　　　その場合は、新カリキュラムを全て記載したのち、最後に記載欄を追加し、年度ごとに記載してください。　　　　
　　　　　新旧がある年度については、その別がわかるように各年度の右側に（新）又は（旧）と追記してください。
　　　　　（例：記載順）【認可時又は届出時】→【令和７年度】(新)→【令和６年度】(新)→【令和５年度】→【令和４年度】→【令和７年度】(旧)→【令和６年度】(旧)
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【令和２年度】

【令和３年度】

【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

　　　　

・吉田直樹教授が一身上の都合で辞任したことにより、「情報収集と処理」「リハビリテーション概論」「身体障害作業療法実習Ⅱ」「応用治療技術実習Ⅲ
（リハビリ工学）」「生活環境学」「見学実習」「総合実習Ⅰ」「人間工学」の専任教員等の配置を「教授1」から「准教授1」に変更。
・小林隆司教授が一身上の都合で辞任したことにより、「身体障害作業療法学Ⅲ」「身体障害作業療法学Ⅳ」はAC教員審査（3月）の結果、専任教員等の配置
を「教授1」から「教授0」「准教授1」に変更。
・小林隆司教授が一身上の都合で辞任したことにより、「研究デザイン」「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」「卒業論文」の専任教員等の配置を「教授6」「准教
授1」から「教授5」「准教授2」に変更。
・小林隆司教授が一身上の都合で辞任したことにより、「特別支援教育」のAC教員審査を受審したが「不可（兼任補充可）」となったため、小林隆司氏が引
き続き兼任教員として担当するため、「教授1」から「兼任1」に変更。
・林聡准教授が体調不良により一時的に担当科目をAC教員審査で可判定を受けた教員が担当するため、「老年期障害作業療法実習」「精神障害作業療法学」
を「准教授Ⅰ」から「教授1」に変更。「評価実習」は負担軽減のため担当を増加するため、「教授0」から「教授1」に変更。「作業療法評価学」は他の准教
授が担当するため、変更はなし。
・林聡准教授の体調が改善したため、一時的に「多職種連携論」「基礎作業学」の担当者を幸信歩教授に変更していたが、後期より本人が担当するため、
「教授1、准教授0」から「教授0、准教授1」に変更した。（9月追記）

特になし。

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

（１）－②授業科目表に関する変更内容

特になし。

　　　　 　　　　

・二木淑子教授が任期満了で退職したことにより、「身体障害作業療法学Ⅱ」は「教授1」から「兼任1」に変更。
・幸信歩教授が一身上の都合で退職したことにより、「地域作業療法学」は「教授1」から「講師1」に変更。
・山田隆人准教授が一身上の都合で退職したため、「リハビリテーション概論」「身体障害作業療法学Ⅲ」「生活環境学」「見学実習」は
「准教授1」から「教授1」に変更。「作業療法評価学」「身体障害作業療法実習Ⅱ」は「准教授1」から「講師1」に変更。（追記10月1日）
「身体障害作業療法学Ⅳ」「応用治療技術実習Ⅱ（リハビリ工学）」「人間工学」は「准教授1」から「兼任1」に変更。「情報収集と処理」
は「准教授1」から「兼担1」に変更。
・小野俊朗教授が作業療法学科教授に就任したため、「病理学」は「兼担1」から「教授1」に変更。
・古澤潤一教授が就任したため、「地域包括マネジメント論」は「教授1」を追加した。
・山田隆人准教授が一身上の都合で退職したため、「総合実習Ⅰ」は「准教授1」「助教1」から「准教授0」「講師1」「助教2」に変更。
・山田隆人准教授、林聡准教授が一身上の都合で退職したため、「研究デザイン」は「准教授2」から「准教授0」「講師1」（追記10月1日）
に変更。
・林聡准教授が一身上の都合で退職し、小野俊朗教授が担当するため、「大学入門」「基盤ゼミⅠ」「基盤ゼミⅡ」は「教授1」「准教授1」
から「教授2」「准教授0」に変更。
・林聡准教授が一身上の都合で退職し、「多職種連携」「基礎作業学」「身体障害作業療法学Ⅰ」「日常生活活動学」は「准教授1」から「教
授1」に変更。
・幸信歩教授、二木淑子教授、山田隆人准教授、林聡准教授が退職したため、「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」は「教授5」「准教授2」から
「教授4」「准教授0」に変更。
・山田隆人准教授、林聡准教授が退職したため、「卒業論文」は「准教授2」から「准教授0」「講師1」（追記10月1日）に変更。
・林聡准教授の負担軽減のため、一時的に幸信歩教授と2人担当としていたため、「評価実習」は「教授1」「准教授1」から「教授1」「准教
授0」に変更。
・伊勢眞樹教授が一身上の都合で退職したため、「リハビリテーション医学」を「教授1」から「兼担1」に変更。
・「職業人の倫理と道徳論」は配当年次を「1後」から「3後」に変更。
・「作業療法管理学概論」は配当年次を「3後」から「4後」に変更。
・「作業療法評価学実習Ⅲ」は配当年次を「2後」から「3前」に変更。
・「基礎作業療法治療学実習Ⅰ」は配当年次を「3前」から「2後」に変更。
・「基礎作業療法治療学実習Ⅱ」は配当年次を「3前」から「2後」に変更。
・「身体障害作業療法学Ⅰ」は配当年次を「2前」から「1後」に変更。
・「身体障害作業療法学Ⅲ」は配当年次を「3前」から「2後」に変更。
・「身体障害作業療法学Ⅳ」は配当年次を「3前」から「2後」に変更。
・「精神障害作業療法学」は配当年次を「2後」から「3前」に変更。
・「生活環境学」は配当年次を「2後」から「2前」に変更。
・「地域作業療法学」は配当年次を「3後」から「2前」に変更。
・「予防作業療法学」は配当年次を「3後」から「3前」に変更。
・「作業療法セミナーⅡ」は「選択」から「必修」に変更。

　　　　 　　　　

　　　　

・健康科学部理学療法学科の窪山泉教授辞任により、後任が令和3年6月1日より就任したが、学生の学修効率を高めるため、「人間発達学」を
1年前期から「1年後期」に変更。
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【令和７年度】

(注)・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、

　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（令和６年度開設であれば令和５年度以前）の表は適宜削除してください。

　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、新旧の変更内容をそれぞれ１つの枠内に記入してください。

・中島龍彦講師が就任したため、「作業療法セミナーⅠ」「身体障害作業療法学Ⅰ」「身体障害作業療法学Ⅲ」「老年期障害作業療法学」
「生活環境学」は「教授1」から「講師1」に変更。
・中島龍彦講師が兼任から講師に就任したため、「身体障害作業療法学Ⅱ」「身体障害作業療法学Ⅳ」は「兼任1」から「講師1」に変更。
・中島龍彦講師を担当として追加したため、「身体障害作業療法実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」は「講師1」「助教1」から「講師2」「助教1」に変
更。
・中島龍彦講師が就任したため、「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」は「教授4」「講師1」から「教授4」「講師2」に変更。
・「国際政治経済論」は、国際的視野を養う上で諸外国に対する知識を習得し国際社会を理解することが重要であるため「国際関係論」に変
更。
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科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

(注)・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

　　　　

　　　　の授業科目数及び設置時の計画からの増減を記入するとともに、「備考」に変更前のカリキュラム（旧カリキュラム）の授業科目数と設置時の計画からの増減を記入してください。

0 92
－

[　1　　] [　△1　] [　　0　] [　　0　]

1081 11 0

計

（２） 授業科目数

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 選択必修 自由

　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、「変更状況」には変更後のカリキュラム（新カリキュラム）

計（Ａ）

8292
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入してください。

　　　　なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

(注)・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入してください。

　　　　なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　該当がない場合は「未開講の理由、代替措置の有無」欄に「該当なし」と記入してください。

　　　・　該当がない場合は「廃止の理由、代替措置の有無」欄に「該当なし」と記入してください。

（３） 未開講科目

未開講の理由、代替措置の有無

該当なし

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

該当なし

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

該当なし

廃止の理由、代替措置の有無
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（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

92

(注)・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように

　　　　留意してください。

％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0
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備考

大学全体

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

4,570.76 ㎡ 0 ㎡ 5,799.61 ㎡1,228.85　㎡

（15939.55㎡）

(２) 校　　　　　舎

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には報告年度の５月１日現在の数値を記入してください。

(注)・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。　　　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

健康科学部実験共同研究室 室

冊

1413〔7〕　

1

視聴覚資料

－千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

３　施設・設備の整備状況，経費

4135.45
4158.45㎡

15939.55㎡

（3282.27㎡）

1,228.85　㎡ 4758.15 ㎡

計

6091.19㎡
5712.81

5689.91㎡

（8498.84㎡） （4158.45㎡）

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小　　　計

区　　　　　分

1,228.85　㎡

内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次

1,400
1,760千円

1,200
1,460千円

第４年次 第５年次

（9,723〔338〕）

5,987 ㎡

語学学習施設

（補助職員　0人）

0室

情報処理学習施設

1室

（補助職員　0人）

（57）

0 ㎡

電子ジャーナル

面　　　　　積

5,568千円
3,015

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要 資産運用収入、雑収入　等

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 450千円 450千円 19,209千円

第６年次

129,936千円 5,000千円

3,000千円
5,587

3,396千円

開設年度

　

図
書
・
設
備

187.39 ㎡

12室

1,200
1,460千円

－千円

300千円

設備購入費

図書購入費

1,200
1,460千円

300千円

講　義　室

13室

48,880

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

（1408〔7〕）

1055.21㎡ －

体育館以外のスポーツ施設の概要

－

開設前年度 完成年度

（9,723〔338〕） （1413〔7〕）

11室

　0　㎡ 0 ㎡

9,723〔338〕
11,083〔453〕

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

       1408〔7〕

       1408〔7〕

（1413〔7〕）

0 ㎡

点点

5,799.61 ㎡

0 ㎡

9,723〔338〕
11,083〔453〕

9,998 4,041〔2,385〕4,046〔2,385〕

(５)

計

1413〔7〕　

種

健康科学部

9,998

機械・器具 標　　本

16
2815
2859

57
64

点

（9,723〔338〕）
（9,582〔197〕）

　　1,579〔8〕 　1,574〔8〕 16
19

16
2815
2859

57
64

（2,815） （57）（16）

　　　　　を併せて提出してください。

(７) 体　　育　　館

実験実習室

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（６）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　　（複数のキャンパスに分かれている場合、　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

484.56㎡

　　　　「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

完成年度

100

（1408〔7〕） （16） （2,815）

収 納 可 能 冊 数

令和7年度より学費変更
第1年次1760千円→1400千円、第2
年次以降（1460千円→1200千円）
(7)

岡山医療技術専門学
校、インターナショナ
ル岡山歯科衛生専門学
校、西日本調理製菓専
門学校（必要面積：数
値基準はなし）と共用

岡山医療技術専門学校（必要面積
200㎡）、インターナショナル岡
山歯科衛生専門学校（必要面積
499.2㎡）、西日本調理製菓専門
学校（必要面積904㎡）と共用。
他校の専用面積から共用の多目的
教室を新設したため、共用面積が
増加し、他校の専用面積が減少し
た(7)。

健康科学部研究室 28 室

教育研究室 1 室

（9,723〔338〕）
（9,582〔197〕）

　　1,579〔8〕 　1,574〔8〕
19

図書(洋書141冊）は、
新型コロナウイルスの
影響で洋書が入手でき
ず開設前年度に整備す
る予定が遅延している
（2）。令和2年8月31
日に納品されたため、
設置計画通りの冊数と
なった（3）。
図書、学術雑誌を追加
で購入したため冊数等
が増加した。また機
械・器具・標本も追加
購入したため点数が増
加した（6）。
図書は追加購入した
が、紛失・廃棄が多く
冊数が減少した。学術
雑誌は追加で購入した
ため冊数等が増加した
（7）。

187.39 ㎡そ　の　他

合　　　計

0　㎡

0 ㎡

4,570.76 ㎡ 0 ㎡

(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

4,046〔2,385〕 4,041〔2,385〕 16

大学全体

大学全体

図書費には電子ジャーナルの整備
費（運用コスト）を含む。
図書購入費は、新型コロナウイル
スの影響で洋書が入手できず開設
前年度に整備する予定が遅延して
いる（2）。
設備購入費を設置計画では0千円
としていたが教育を充実するため
に増額した（6）。
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大 学 の 名 称
収容定員充足
率0.7倍以下の
学科数

2
収容定員充足
率1.15倍以上
の学科数

0

年 人 年次 人 年度 年度

人

健康科学部 4 110 - 440 - - 令和2

　理学療法学科 4 80 - 320
理学療法
学士（専
門職）

- 令和2

　作業療法学科 4 30 - 120
作業療法
学士（専
門職）

令和６ 令和2
令和6年度から入学定員変更（40→

30）

大学全体 4 110 - 440 - - -

-

-

0.52

倍

収容定員
充足率

収容定員
充足率

（控除後）

-

倍

0.33

0.60

-- -

備　　考

-

岡山県岡山市北区大供三丁目2-18

同上

所在地

４　既設大学等の状況

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定員変更
年度

（AC期間
の学科の
み）

開設
年度

　岡　山　医　療　専　門　職　大　学
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【認可時又は届出時】 【令和４年度】 【令和５年度】 【令和６年度】 【令和７年度】

５　教員組織の状況

＜健康科学部　作業療法学科＞

（１）ー① 担当教員表

の別　 の別　の別　の別　の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

教授

勅使川原　匡
（49）

＜令和2年4月＞
博士（医学）、修士（理学）

専
教授

勅使川原　匡
（51）

＜令和2年4月＞
博士（医学）、修士（理

学）

兼任　

職名

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

担当授業科目名

職名

専 教授

勅使川原　匡
（52）

＜令和2年4月＞
博士（医学）、修士（理学）

専
教授

勅使川原　匡
（53）

＜令和2年4月＞
博士（医学）、修士（理学）

専 教授

安田　従生
（54）

＜令和2年4月＞
PhD in health and human

performance
（米国）

master of science in
kinesiology
（カナダ）

master of science in
exercise science

（米国）
修士（教育学）
学士（体育学）

健康科学概論
研究デザイン
メディカル英語
運動学
地域生活と健康
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

専 教授

安田　従生
（49）

＜令和2年4月＞
PhD in health and human

performance
（米国）

master of science in
kinesiology
（カナダ）

master of science in exercise
science
（米国）

修士（教育学）
学士（体育学）

専 教授

安田　従生
（51）

＜令和2年4月＞
PhD in health and human

performance
（米国）

master of science in
kinesiology
（カナダ）

master of science in
exercise science

（米国）
修士（教育学）
学士（体育学）

専
教授

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

兼任　

担当授業科目名 担当授業科目名

専任・

専

専 教授

二木　淑子
（70）

＜令和2年4月＞
博士（医学）

修士（リハビリテーション）

勅使川原　匡
（54）

＜令和2年4月＞
博士（医学）、修士（理

学）

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎生物
統計分析の基礎
テーマ設定と研究方法
研究デザイン
生理学
生理学実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎生物
統計分析の基礎
テーマ設定と研究方法
研究デザイン
生理学
生理学実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎生物
統計分析の基礎
テーマ設定と研究方法
研究デザイン
生理学
生理学実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎生物
統計分析の基礎
テーマ設定と研究方法
研究デザイン
生理学
生理学実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎生物
統計分析の基礎
テーマ設定と研究方法
研究デザイン
生理学
生理学実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

専
教授

実み
教授

古澤　潤一
（51）

＜令和6年4月＞
専門学校卒

研究デザイン
地域包括マネジメント論※
作業療法概論
基礎作業学
身体障害作業療法学Ⅰ
身体障害作業療法学Ⅲ
卒業論文

研究デザイン
地域包括マネジメント論※
作業療法概論
基礎作業学
卒業論文

二木　淑子
（67）

＜令和2年4月＞
博士（医学）

修士（リハビリテーション）

専 教授

二木　淑子
（69）

＜令和2年4月＞
博士（医学）

修士（リハビリテーショ
ン）

健康科学概論
研究デザイン
メディカル英語
運動学
地域生活と健康
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

健康科学概論
研究デザイン
メディカル英語
運動学
地域生活と健康
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

健康科学概論
研究デザイン
メディカル英語
運動学
地域生活と健康
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

健康科学概論
研究デザイン
メディカル英語
運動学
地域生活と健康
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

専 教授

安田　従生
（52）

＜令和2年4月＞
PhD in health and human

performance
（米国）

master of science in
kinesiology
（カナダ）

master of science in exercise
science
（米国）

修士（教育学）
学士（体育学） 専 教授

安田　従生
（53）

＜令和2年4月＞
PhD in health and human

performance
（米国）

master of science in
kinesiology
（カナダ）

master of science in
exercise science

（米国）
修士（教育学）
学士（体育学）

研究デザイン
作業療法概論
作業療法セミナーⅠ
作業療法セミナーⅡ
身体障害作業療法学Ⅱ
老年期障害作業療法学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

研究デザイン
作業療法概論
作業療法セミナーⅠ
作業療法セミナーⅡ
身体障害作業療法学Ⅱ
老年期障害作業療法学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

研究デザイン
作業療法概論
作業療法セミナーⅠ
作業療法セミナーⅡ
身体障害作業療法学Ⅱ
老年期障害作業療法学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

実み
教授

古澤　潤一
（50）

＜令和6年4月＞
専門学校卒

研究デザイン
作業療法管理学概論
基礎作業療法治療学
身体障害作業療法学Ⅲ
身体障害作業療法学Ⅳ
地域作業療法学
予防作業療法学
特別支援教育
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

研究デザイン
作業療法管理学概論
基礎作業療法治療学
身体障害作業療法学Ⅲ
身体障害作業療法学Ⅳ
地域作業療法学
予防作業療法学
特別支援教育
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

専 教授

小林　隆司
（55）

＜令和4年4月＞
博士（保健学）
修士（保健学）

専 教授

小林　隆司
（55）

＜令和4年4月＞
博士（保健学）
修士（保健学）
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職名

氏　　名
（年　齢）
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保有学位等
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保有学位等

専任・

兼任　

職名
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職名
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保有学位等

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
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兼任　

担当授業科目名

職名

専任・
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氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

兼任　

担当授業科目名 担当授業科目名

専任・

実
（研）

講師

中島　龍彦
（48）

＜令和7年4月＞
修士（健康福祉学修士）

研究デザイン
作業療法セミナーⅠ
作業療法評価学
身体障害作業療法学Ⅰ
身体障害作業療法学Ⅱ
身体障害作業療法学Ⅲ
身体障害作業療法学Ⅳ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅱ
老年期障害作業療法学
生活環境学
総合実習Ⅱ
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

実
（研）

教授

濱畑　法生
（62)

<令和6年4月>
修士(教育学)

研究デザイン
リハビリテーション概論
多職種連携論
作業療法セミナーⅡ
作業療法管理学概論
基礎作業療法治療学
老年期障害作業療法実習
精神障害作業療法学
日常生活活動学
予防作業療法学
見学実習
評価実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

教授

濱畑　法生
（61)

<令和6年4月>
修士(教育学)

研究デザイン
リハビリテーション概論
多職種連携論
作業療法セミナーⅠ
作業療法セミナーⅡ
作業療法管理学概論
基礎作業療法治療学
老年期障害作業療法学
老年期障害作業療法実習
精神障害作業療法学
日常生活活動学
生活環境学
予防作業療法学
見学実習
評価実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

実専 講師

十河 正樹
（48）

＜令和2年4月＞
専門学校卒

実専 講師

十河 正樹
（49）

＜令和2年4月＞
専門学校卒

渡部 悠司
（44）

＜令和2年4月＞
修士（教育）

実専 助教

渡部 悠司
（45）

＜令和2年4月＞
修士（教育）

専 教授

幸 信歩
（56）

<令和5年4月>
博士（学術）

研究デザイン
作業療法管理学概論
基礎作業療法治療学
老年期障害作業療法実習
精神障害作業療法学
地域作業療法学
予防作業療法学
評価実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
総合演習Ⅰ
総合演習Ⅱ
卒業論文

実
（研）

助教

実専 講師

十河 正樹
（45）

＜令和2年4月＞
専門学校卒

実専 講師

十河 正樹
（47）

＜令和2年4月＞
専門学校卒

実専 助教

渡部 悠司
（46）

＜令和2年4月＞
修士（教育）

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
見学実習
評価実習
総合実習Ⅰ
卒業論文

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
見学実習
評価実習
総合実習Ⅰ
卒業論文

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
見学実習
評価実習
総合実習Ⅰ
卒業論文

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
見学実習
評価実習
総合実習Ⅰ
卒業論文

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
見学実習
評価実習
総合実習Ⅰ
卒業論文

実専 助教実専 助教

渡部 悠司
（41）

＜令和2年4月＞
修士（教育）

実専

実専 講師

十河 正樹
（50）

＜令和2年4月＞
専門学校卒

基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
運動学実習
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
老年期障害作業療法実習
日常生活活動学実習
見学実習
評価実習
総合実習Ⅱ
総合演習Ⅰ
卒業論文

基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
運動学実習
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
老年期障害作業療法実習
日常生活活動学実習
見学実習
評価実習
総合実習Ⅱ
総合演習Ⅰ
卒業論文

基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
運動学実習
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
老年期障害作業療法実習
日常生活活動学実習
見学実習
評価実習
総合実習Ⅱ
総合演習Ⅰ
卒業論文

基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
運動学実習
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
老年期障害作業療法実習
日常生活活動学実習
地域作業療法学
見学実習
評価実習
総合実習Ⅰ
総合実習Ⅱ
総合演習Ⅰ
卒業論文

基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
運動学実習
作業療法評価学実習Ⅰ
作業療法評価学実習Ⅱ
作業療法評価学実習Ⅲ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
老年期障害作業療法実習
日常生活活動学実習
地域作業療法学
見学実習
評価実習
総合実習Ⅰ
総合実習Ⅱ
総合演習Ⅰ
卒業論文

渡部 悠司
（43）

＜令和2年4月＞
修士（教育）
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専任・

実
（研）

助教

野口 泰子
（48）

＜令和3年4月＞
修士（教育）、福祉経営学

学士

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎作業学実習Ⅰ
基礎作業学実習Ⅱ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
作業療法演習Ⅰ
作業療法演習Ⅱ
日常生活活動学実習
総合実習Ⅰ
総合実習Ⅱ

兼担
准教
授

下瀬　良太
（43）

＜令和6年4月＞
博士（医学）、修士（医科
学）、学士（理学療法学）

情報収集と処理

兼任 講師

小畑　秀明
（56）

＜令和6年4月＞
博士（工学）

人間工学

講師

縄手　雪恵
（47）

＜令和6年9月＞
博士（保健学）

研究デザイン
作業療法評価学
身体障害作業療法実習Ⅱ
卒業論文

実
(研)

准教
授

林　　聡
（47）

＜令和2年4月＞
修士(医科学)

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
研究デザイン
多職種連携論
基礎作業学
身体障害作業療法学Ⅰ
日常生活活動学
評価実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

准教
授

下瀬　良太
（42）

＜令和6年4月＞
博士（医学）、修士（医科
学）、学士（理学療法学）

情報収集と処理

兼任 講師

中島　龍彦
（47）

＜令和6年4月＞
修士（健康福祉学修士）

身体障害作業療法学Ⅱ
身体障害作業療法学Ⅳ

兼任 講師

小畑　秀明
（55）

＜令和6年4月＞
博士（工学）

人間工学

実専 助教

野口 泰子
（46）

＜令和3年4月＞
修士（教育）、福祉経営学学士

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎作業学実習Ⅰ
基礎作業学実習Ⅱ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
作業療法演習Ⅰ
作業療法演習Ⅱ
日常生活活動学実習
総合実習Ⅱ

実専 助教

野口 泰子
（47）

＜令和3年4月＞
修士（教育）、福祉経営学学

士

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎作業学実習Ⅰ
基礎作業学実習Ⅱ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
作業療法演習Ⅰ
作業療法演習Ⅱ
日常生活活動学実習
総合実習Ⅰ
総合実習Ⅱ

実
(研)

准教
授

山田　隆人
（54）

<令和5年4月>
博士（学術）

情報収集と処理
研究デザイン
リハビリテーション概論
作業療法評価学
身体障害作業療法学Ⅲ
身体障害作業療法学Ⅳ
身体障害作業療法実習Ⅱ
応用治療技術実習Ⅱ（リハビリ
工学）
生活環境学
見学実習
総合実習Ⅰ
人間工学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

兼担

実み

実専 助教

野口 泰子
（45）

＜令和3年4月＞
修士（教育）、福祉経営学

学士

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎作業学実習Ⅰ
基礎作業学実習Ⅱ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
作業療法演習Ⅰ
作業療法演習Ⅱ
日常生活活動学実習
総合実習Ⅱ

実
(研)

教授

吉田　直樹
（57）

＜令和2年4月＞
博士（工学）、修士（工

学）
情報収集と処理
研究デザイン
リハビリテーション概論
身体障害作業療法実習Ⅱ
応用治療技術実習Ⅱ（リハ
ビリ工学）
生活環境学
見学実習
総合実習Ⅰ
人間工学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

実
(研)

准教
授

林　　聡
（46）

＜令和2年4月＞
修士(医科学)

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
研究デザイン
多職種連携論
基礎作業学
作業療法評価学
身体障害作業療法学Ⅰ
老年期障害作業療法実習
精神障害作業療法学
日常生活活動学
評価実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

実
(研)

准教
授

林　　聡
（44）

＜令和2年4月＞
修士(医科学)

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
研究デザイン
多職種連携論
基礎作業学
作業療法評価学
身体障害作業療法学Ⅰ
老年期障害作業療法実習
精神障害作業療法学
日常生活活動学
評価実習
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

実専 助教

野口 泰子
（44）

＜令和3年4月＞
修士（教育）、福祉経営学学士

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
基礎作業学実習Ⅰ
基礎作業学実習Ⅱ
基礎作業療法治療学実習Ⅰ
基礎作業療法治療学実習Ⅱ
身体障害作業療法実習Ⅰ
身体障害作業療法実習Ⅲ
老年期障害作業療法実習
作業療法演習Ⅰ
作業療法演習Ⅱ
日常生活活動学実習
総合実習Ⅱ

実
(研)

教授

吉田　直樹
（55）

＜令和2年4月＞
博士（工学）、修士（工学）

情報収集と処理
研究デザイン
リハビリテーション概論
身体障害作業療法実習Ⅱ
応用治療技術実習Ⅱ（リハビリ
工学）
生活環境学
見学実習
総合実習Ⅰ
人間工学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

25



の別　 の別　の別　の別　の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

兼任　

職名

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

担当授業科目名

職名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

兼任　

担当授業科目名 担当授業科目名

専任・

兼任 講師

白石　奈津栄
（46）

＜令和5年4月＞
修士（文学）

人間発達学
ライフサイクル論

兼任 講師

白石　奈津栄
（47）

＜令和5年4月＞
修士（文学）

人間発達学
ライフサイクル論

専 教授

小野　俊朗
(72)

＜令和6年4月＞
医学博士、理学修士

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
研究デザイン
病理学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

兼担 教授

辻　博明
（77）

＜令和6年4月＞
博士（工学）、体育学修士

整形外科学
リハビリテーション医学

兼担 教授

齋藤　信也
（66）

＜令和6年4月＞
医学博士・医師

職業人の倫理と道徳論
臨床医学概論
内科学
岡山経営者論

兼任 講師

林　優子
（67）

＜令和7年4月＞
医学博士・医師

小児科学

辻　博明
（76）

＜令和6年4月＞
博士（工学）、体育学修士

山下　美保
（46）

＜令和5年4月＞
医学博士・医師

小児科学

整形外科学
リハビリテーション医学

兼担

兼任 講師

齋藤　信也
（64）

＜令和5年4月＞
医学博士・医師

臨床医学概論

兼任 講師

大塚　文男
（55）

＜令和5年9月＞
医学博士・医師

内科学

教授

兼担 教授

浅利 正二
（78）

＜令和2年4月＞
医師、医学博士

職業人の倫理と道徳論
岡山経営者論

兼担 教授

塩田　雄太郎
（69）

＜令和3年6月＞
医師、医学博士、ヘルスケ
ア・マネジメント修士(専門

職)

人間発達学
臨床医学概論
内科学
小児科学

兼任 講師

山下　美保
（45）

＜令和5年4月＞
医学博士・医師

小児科学
兼任 講師

教授

齋藤　信也
（65）

＜令和6年4月＞
医学博士・医師

職業人の倫理と道徳論
臨床医学概論
内科学
岡山経営者論

兼担 教授

浅利 正二
（79）

＜令和2年4月＞
医師、医学博士

職業人の倫理と道徳論
岡山経営者論

専 教授

小野　俊朗
(71)

＜令和6年4月＞
医学博士、理学修士

大学入門
基盤ゼミⅠ
基盤ゼミⅡ
研究デザイン
病理学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

兼担

兼任 講師

白石　奈津栄
（45）

＜令和5年4月＞
修士（文学）

人間発達学
ライフサイクル論

実み 教授

伊勢　眞樹
（69）

＜令和5年4月＞
医師、医学博士

研究デザイン
リハビリテーション医学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

実み 教授

伊勢　眞樹
（69）

＜令和5年4月＞
医師、医学博士

研究デザイン
リハビリテーション医学
総合研究Ⅰ
総合研究Ⅱ
卒業論文

兼担 教授

浅利 正二
（76）

＜令和2年4月＞
医師、医学博士

職業人の倫理と道徳論
臨床医学概論
岡山経営者論

兼担 教授

窪山　泉
（67）

＜令和2年4月＞
医師、博士（医）

人間発達学
内科学
小児科学
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専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

兼任　

職名

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

担当授業科目名

職名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

兼任　

担当授業科目名 担当授業科目名

専任・

兼任 講師

秋山　努
（73）

＜令和2年4月＞
理学士

基礎物理

兼担 講師

田中　雅侑
（37）

＜令和2年4月＞
博士（保健学）、修士（保

健学）

解剖学
解剖学実習Ⅱ

兼担 講師

山下　裕之
（55）

＜令和5年4月＞
健康科学博士

応用治療技術実習Ⅲ（セル
フコンディショニング）

兼担 講師

横山 暁大
（51）

＜令和5年4月＞
修士（教育）

応用治療技術実習Ⅰ（徒手
療法）

兼担 助教

那須 宣宏
（51）

＜令和5年4月＞
修士（教育）、教育学士

応用治療技術実習Ⅰ（徒手
療法）

兼担 助教

鈴木 啓子
（48）

＜令和5年4月＞
修士（心身健康科学）

教育学士

応用治療技術実習Ⅲ（セル
フコンディショニング）

兼担 教授

松尾　高行
（50）

<令和6年4月>
博士（保健学）

解剖学実習Ⅰ

松尾　高行
（49）

<令和6年4月>
博士（保健学）

解剖学実習Ⅰ

田中　雅侑
（36）

＜令和2年4月＞
博士（保健学）、修士（保健

学）

解剖学
解剖学実習Ⅱ

兼任 講師

秋山　努
（72）

＜令和2年4月＞
理学士

基礎物理
兼任 講師

秋山　努
（71）

＜令和2年4月＞
理学士

基礎物理

兼担 教授

千田　益生
（65）

＜令和4年4月＞
医師、医学博士

整形外科学

兼担 助教

鈴木 啓子
（46）

＜令和5年4月＞
修士（心身健康科学）

教育学士

応用治療技術実習Ⅲ（セルフコ
ンディショニング）

兼担 助教

鈴木 啓子
（47）

＜令和5年4月＞
修士（心身健康科学）

教育学士

応用治療技術実習Ⅲ（セルフ
コンディショニング）

兼担 講師

山下　裕之
（54）

＜令和5年4月＞
健康科学博士

応用治療技術実習Ⅲ（セルフ
コンディショニング）

兼担 講師

横山 暁大
（50）

＜令和5年4月＞
修士（教育）

応用治療技術実習Ⅰ（徒手療
法）

兼担 助教

那須 宣宏
（50）

＜令和5年4月＞
修士（教育）、教育学士

応用治療技術実習Ⅰ（徒手療
法）

兼担 講師

山下　裕之
（53）

＜令和5年4月＞
健康科学博士

応用治療技術実習Ⅲ（セルフコ
ンディショニング）

兼担

兼担 助教

那須 宣宏
（49）

＜令和5年4月＞
修士（教育）、教育学士

応用治療技術実習Ⅰ（徒手療
法）

兼担 教授

佐々木　順造
（76）

＜令和2年4月＞
医師、医学博士

解剖学
解剖学実習Ⅰ
解剖学実習Ⅱ

講師

横山 暁大
（49）

＜令和5年4月＞
修士（教育）

応用治療技術実習Ⅰ（徒手療
法）

兼担 教授

兼担 講師

兼担 教授

小野　俊朗
（70）

＜令和2年4月＞
医学博士、理学修士

病理学

兼任 講師

秋山　努
（70）

＜令和2年4月＞
理学士

基礎物理

那須 宣宏
（49）

＜令和5年4月＞
修士（教育）、教育学士

応用治療技術実習Ⅰ（徒手
療法）

兼担 助教

鈴木 啓子
（46）

＜令和5年4月＞
修士（心身健康科学）

教育学士

応用治療技術実習Ⅲ（セル
フコンディショニング）

兼担 教授

千田　益生
（64）

＜令和4年4月＞
医師、医学博士

整形外科学
リハビリテーション医学

兼担 教授

小野　俊朗
（69）

＜令和2年4月＞
医学博士、理学修士

病理学

兼担 講師

山下　裕之
（53）

＜令和5年4月＞
健康科学博士

応用治療技術実習Ⅲ（セル
フコンディショニング）

兼担 講師

横山 暁大
（49）

＜令和5年4月＞
修士（教育）

応用治療技術実習Ⅰ（徒手
療法）

助教

兼担 教授

佐々木　順造
（75）

＜令和2年4月＞
医師、医学博士

解剖学
解剖学実習Ⅰ
解剖学実習Ⅱ

兼任 講師

秋山　努
（68）

＜令和2年4月＞
理学士

基礎物理

兼担 教授

千田　益生
（64）

＜令和4年4月＞
医師、医学博士

整形外科学

兼任 講師

千田　益生
（62）

＜令和2年4月＞
医師、医学博士

整形外科学
リハビリテーション医学

兼担 講師

山下　裕之
（53）

＜令和5年4月＞
健康科学博士

応用治療技術実習Ⅲ（セルフコ
ンディショニング）

兼担 講師

横山 暁大
（49）

＜令和5年4月＞
修士（教育）

応用治療技術実習Ⅰ（徒手療
法）

兼担 助教

那須 宣宏
（49）

＜令和5年4月＞
修士（教育）、教育学士

応用治療技術実習Ⅰ（徒手療
法）

兼担 助教

鈴木 啓子
（46）

＜令和5年4月＞
修士（心身健康科学）

教育学士

応用治療技術実習Ⅲ（セルフコ
ンディショニング）

兼担

兼担 教授

佐々木　順造
（73）

＜令和2年4月＞
医師、医学博士

解剖学
解剖学実習Ⅰ
解剖学実習Ⅱ

兼担 教授

小野　俊朗
（67）

＜令和2年4月＞
医学博士、理学修士

病理学
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専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

兼任　

職名

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

担当授業科目名

職名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

兼任　

担当授業科目名 担当授業科目名

専任・

兼任 講師

植月　眞理
（70）

＜令和2年4月＞
英文学士

日本の歴史と文化

兼担 教授

井上　真一郎
（50）

＜令和4年12月＞
医師、博士（医学）

精神医学

兼任 講師

大鳥居　誉啓
（61）

＜令和7年9月＞
学士（法学）

国際関係論

兼任 講師

佐生　武彦
（67）

＜令和4年4月＞
Mater of Arts in Speech

Communication
（米国）

コミュニケーション論

兼任 講師

福尾　陽子
（49）

＜令和7年4月＞
学士（英語英文学）

コミュニケーション英語

兼任 講師

山下　徹
（48）

＜令和3年4月＞
医師、医学博士

神経内科学

兼担 教授

小林　孝一郎
（47）

<令和6年3月>
医師、博士（医学）

地域包括マネジメント論

講師

植月　眞理
（69）

＜令和2年4月＞
英文学士

コミュニケーション英語
日本の歴史と文化

兼任 講師

山下　徹
（47）

＜令和3年4月＞
医師、医学博士

神経内科学

兼任 講師

足守　浩
（71）

＜令和3年4月＞
政治学修士

国際政治経済論
兼任 講師

足守　浩
（72）

＜令和3年4月＞
政治学修士

国際政治経済論

兼任 講師

佐生　武彦
（65）

＜令和4年4月＞
Mater of Arts in Speech

Communication
（米国）

コミュニケーション論

兼任 講師

佐生　武彦
（66）

＜令和4年4月＞
Mater of Arts in Speech

Communication
（米国）

コミュニケーション論

兼担 教授

小林　孝一郎
（46）

<令和6年3月>
医師

地域包括マネジメント論

兼担 教授

井上　真一郎
（48）

＜令和4年12月＞
医師、博士（医学）

精神医学
兼担 教授

井上　真一郎
（49）

＜令和4年12月＞
医師、博士（医学）

精神医学

兼任 講師

植月　眞理
（68）

＜令和2年4月＞
英文学士

コミュニケーション英語
日本の歴史と文化

兼任 講師

山下　徹
（46）

＜令和3年4月＞
医師、医学博士

神経内科学

兼任

兼任 講師

井上　真一郎
（47）

＜令和4年9月＞
医師、博士（医学）

精神医学

兼任 講師

足守　浩
（70）

＜令和3年4月＞
政治学修士

国際政治経済論

兼任 講師

佐生　武彦
（64）

＜令和4年4月＞
Mater of Arts in Speech

Communication
（米国）

コミュニケーション論

兼担 教授

井上　真一郎
（47）

＜令和4年12月＞
医師、博士（医学）

精神医学

兼任 講師

植月　眞理
（67）

＜令和2年4月＞
英文学士

コミュニケーション英語
日本の歴史と文化

兼任 講師

山下　徹
（45）

＜令和3年4月＞
医師、医学博士

神経内科学

兼任 講師

佐生　武彦
（64）

＜令和4年4月＞
Mater of Arts in Speech

Communication
（米国）

コミュニケーション論

兼任 講師

三宅　浩之
（53）

＜令和3年4月＞
法学修士

国際政治経済論

兼任 講師

髙木　学
（49）

＜令和3年4月＞
医師、医学博士

精神医学

兼任 講師

植月　眞理
（65）

＜令和2年4月＞
英文学士

コミュニケーション英語
日本の歴史と文化

兼任 講師

山下　徹
（44）

＜令和3年4月＞
医学博士

神経内科学
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二神　雅一
（60）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

岡本　勝樹
（55）

＜令和7年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

金谷　佳和
（52）

＜令和7年4月＞
学士（工学）

岡山経営者論

兼任 講師

小山　敏章
（64）

＜令和5年4月＞
学士（薬科学）、薬剤師

岡山経営者論

兼任 講師

上田　泰輔
（51）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

田中　英樹
（57）

＜令和5年4月＞
教育学士

岡山経営者論

兼任 講師

杉浦　俊太郎
（67）

＜令和7年4月＞
芸術修士（MFA）

岡山経営者論

兼任 講師

山根　一人
（63）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

講師

宮下　附一竜(武一郎)
（78）

＜令和5年4月＞
法学士

岡山経営者論

兼任 講師

鴨井　尚志
（69）

＜令和5年4月＞
学士（経営）

岡山経営者論

兼任 講師

宮下　附一竜(武一郎)
（77）

＜令和5年4月＞
法学士

岡山経営者論

兼任 講師

鴨井　尚志
（68）

＜令和5年4月＞
学士（経営）

岡山経営者論

兼任

兼任 講師

大塚　学
（52）

＜令和5年4月＞
文学士

岡山経営者論

兼任 講師

田中　英樹
（56）

＜令和5年4月＞
教育学士

岡山経営者論

兼任 講師

清水　努
（57）

＜令和5年4月＞
高等学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

大塚　学
（51）

＜令和5年4月＞
文学士

岡山経営者論

兼任 講師

田中　英樹
（55）

＜令和5年4月＞
教育学士

岡山経営者論

兼任 講師

清水　努
（56）

＜令和5年4月＞
高等学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

上田　泰輔
（49）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

小山　敏章
（63）

＜令和5年4月＞
学士（薬科学）、薬剤師

岡山経営者論

兼任 講師

上田　泰輔
（50）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

講師

山根　一人
（62）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

二神　雅一
（59）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

小山　敏章
（62）

＜令和5年4月＞
学士（薬科学）、薬剤師

岡山経営者論

兼任 講師

山根　一人
（61）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

二神　雅一
（58）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任

兼任 講師

清水　努
（55）

＜令和5年4月＞
高等学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

宮下　附一竜(武一郎)
（76）

＜令和5年4月＞
法学士

岡山経営者論

兼任 講師

鴨井　尚志
（67）

＜令和5年4月＞
学士（経営）

岡山経営者論

兼任 講師

上田　泰輔
（48）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

大塚　学
（50）

＜令和5年4月＞
文学士

岡山経営者論

兼任 講師

田中　英樹
（54）

＜令和5年4月＞
教育学士

岡山経営者論

兼任 講師

山根　一人
（60）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

二神　雅一
（57）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

小山　敏章
（61）

＜令和5年4月＞
学士（薬科学）、薬剤師

岡山経営者論

兼任 講師

田中　英樹
（54）

＜令和5年4月＞
教育学士

岡山経営者論

兼任 講師

清水　努
（55）

＜令和5年4月＞
高等学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

宮下　附一竜(武一郎)
（76）

＜令和5年4月＞
法学士

岡山経営者論

兼任 講師

小山　敏章
（61）

＜令和5年4月＞
学士（薬科学）、薬剤師

岡山経営者論

兼任 講師

上田　泰輔
（48）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

大塚　学
（50）

＜令和5年4月＞
文学士

岡山経営者論

兼任 講師

山根　一人
（60）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

二神　雅一
（57）

＜令和5年4月＞
専門学校卒

岡山経営者論

兼任 講師

鴨井　尚志
（67）

＜令和5年4月＞
学士（経営）

岡山経営者論
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白髭　千晴
（57）

＜令和7年4月＞
学士（法学）

岡山経営者論

兼任 講師

寺尾　順子
（30）

＜令和5年4月＞
修士（教育学）

家族関係論

兼任 講師

上野　宏一郎
＜令和5年4月＞

（54）
学士（環境情報学）

岡山経営者論

兼任 講師

住本　克彦
（69）

＜令和4年9月＞
教育学修士

人間形成論

兼任 講師

西崎　真由美
（57）

＜令和7年4月＞
準学士

岡山経営者論

兼任 講師

藤南　直人（和将）
（68）

＜令和7年4月＞
学士（工学）

岡山経営者論

佐々木　公之
（51）

＜令和5年4月＞
博士（社会学）、Master of
Business Administration

（MBA)

マネジメント論

講師

寺尾　順子
（29）

＜令和5年4月＞
修士（教育学）

家族関係論

兼任 講師

内田 孝信
（52）

＜令和4年4月＞
専門学校卒業

義肢装具学
応用治療技術実習Ⅱ（リハビ
リ工学）

兼任 講師

寺尾　順子
（28）

＜令和5年4月＞
修士（教育学）

家族関係論

兼任 講師

内田 孝信
（51）

＜令和4年4月＞
専門学校卒業

義肢装具学

兼任

兼任 講師

住本　克彦
（67）

＜令和4年9月＞
教育学修士

人間形成論
兼任 講師

住本　克彦
（68）

＜令和4年9月＞
教育学修士

人間形成論

兼任 講師

上野　宏一郎
＜令和5年4月＞

（52）
学士（環境情報学）

岡山経営者論
兼任 講師

上野　宏一郎
＜令和5年4月＞

（53）
学士（環境情報学）

岡山経営者論

兼任 講師

稲谷　祐理
（27）

＜令和4年4月＞
修士（教育学）、公認心理

士

家族関係論
ライフサイクル論

兼任 講師

内田 孝信
（50）

＜令和4年4月＞
専門学校卒業

義肢装具学

兼任 講師

三宅　崇之
（50）

＜令和5年4月＞
経済学士

岡山経営者論

兼任 講師

佐々木　公之
（49）

＜令和5年4月＞
Master of Business

Administration（MBA)

マネジメント論

兼任 講師

住本　克彦
（66）

＜令和4年9月＞
教育学修士

人間形成論

兼任 講師

内田 孝信
（50）

＜令和4年4月＞
専門学校卒業

義肢装具学

兼任 講師

小林　麻衣子
（48）

＜令和4年4月＞
教育学修士

家族関係論
ライフサイクル論

兼任 講師

三宅　崇之
（50）

＜令和5年4月＞
経済学士

岡山経営者論

兼任 講師

佐々木　公之
（49）

＜令和5年4月＞
Master of Business

Administration（MBA)

マネジメント論

人間形成論
兼任 講師

田中　菜摘
（41）

＜令和4年4月＞
修士（文学）

兼任 講師

佐々木　公之
（50）

＜令和5年4月＞
博士（社会学）、Master of

Business Administration（MBA)

マネジメント論

兼任 講師

兼任 講師

清水　孝一
（49）

＜令和7年4月＞
医師

岡山経営者論
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張　澤
（28）

＜令和7年4月＞
修士（文化科学）

心理学

兼任 講師

木村　明日美
（28）

＜令和7年4月＞
修士（文化科学）

人間関係論

兼任 講師

杉本　敦
（48）

＜令和5年9月＞
博士（文学）

地域社会論

兼任 講師

北岡  京子
（74）

＜令和6年4月＞
短期大学卒、看護師、保健

師

ヒューマンサービス論

兼任 講師

高橋　文博
（76）

＜令和2年4月＞
博士（人文科学）

哲学概論

兼任 講師

石原　洋
（52）

＜令和7年4月＞
学士（商学）

応用治療技術実習Ⅱ（リハ
ビリ工学）

兼任 講師

田中　南実
（32）

＜令和7年4月＞
学士（理学

応用治療技術実習Ⅱ（リハ
ビリ工学）

兼任 講師

篠原　俊之
（43）

＜令和7年4月＞
学士（経営学）

応用治療技術実習Ⅱ（リハ
ビリ工学）

兼任 講師

栗本　和輝
（28）

＜令和7年4月＞
専門学校卒業

義肢装具学

兼任 講師

杉本　敦
（46）

＜令和5年9月＞
博士（文学）

地域社会論
兼任 講師

杉本　敦
（47）

＜令和5年9月＞
博士（文学）

地域社会論

講師

堀内　孝
（57）

＜令和2年4月＞
博士（教育心理学）

心理学

兼任 講師

三宅　沙侑美
（33）

＜令和6年4月＞
修士（学術）

人間関係論

兼任 講師

堀内　孝
（56）

＜令和2年4月＞
博士（教育心理学）

心理学

兼任 講師

兵藤　好美
（66）

＜令和4年4月＞
学校教育学博士

人間関係論

兼任

兼任 講師

高橋　文博
（74）

＜令和2年4月＞
博士（人文科学）

哲学概論
兼任 講師

高橋　文博
（75）

＜令和2年4月＞
博士（人文科学）

哲学概論

兼任 講師

池本　貞子
（73）

＜令和3年4月＞
博士（社会福祉学）、修士（学

校教育学）

ヒューマンサービス論

兼任 講師

北岡  京子
（73）

＜令和6年4月＞
短期大学卒、看護師、保健師

ヒューマンサービス論

兼任 講師

長田　貴仁
（66）

＜令和4年4月＞
博士（経営学）

地域社会論
コミュニティ形成論

兼任 講師

高橋　文博
（73）

＜令和2年4月＞
博士（人文科学）

哲学概論

兼任 講師

堀内　孝
（55）

＜令和2年4月＞
博士（教育心理学）

心理学

兼任 講師

兵藤　好美
（65）

＜令和4年4月＞
学校教育学博士

人間関係論

兼任 講師

池本　貞子
（72）

＜令和3年4月＞
博士（社会福祉学）、修士

（学校教育学）

ヒューマンサービス論

兼任 講師

高橋　文博
（71）

＜令和2年4月＞
博士（人文科学）

哲学概論

兼任 講師

堀内　孝
（53）

＜令和2年4月＞
博士（教育心理学）

心理学

兼任 講師

兵藤　好美
（65）

＜令和4年4月＞
学校教育学博士

人間関係論

兼任 講師

池本　貞子
（71）

＜令和3年4月＞
博士（社会福祉学）、修士（学

校教育学）

ヒューマンサービス論

兼任 講師

長田　貴仁
（66）

＜令和4年4月＞
博士（経営学）

地域社会論
コミュニティ形成論
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の別　 の別　の別　の別　の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

兼任　

職名

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

担当授業科目名

職名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

兼任　

担当授業科目名 担当授業科目名

専任・

(注)・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　認可申請書又は設置届出書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引」の「教員名簿」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には設置認可時又は届出時の教員全て（兼任、兼担教員を含む。）を黒字で記入してください。

　　　　その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　年齢は、それぞれの年度の５月１日時点の満年齢を記入してください。

　　　・　専任（専門職大学等は専、実専、実（研）、実み）、兼担、兼任の順に記入してください。

　　　・　不要な年度（令和６年度開設であれば令和５年度以前）の表は適宜削除してください。

兼任 講師

田中　人
（56）

＜令和5年9月＞
修士（学術）

コミュニティ形成論

兼任 講師

浜田　淳
（69）

＜令和4年9月＞
経済学士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

立古 俊典
（56）

＜令和4年9月＞
教育学士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

松田　太希
（36）

＜令和6年4月＞
博士（教育学）

特別支援教育

兼任 講師

松田　太希
（35）

＜令和6年4月＞
博士（教育学）

特別支援教育

兼任 講師

立古 俊典
（54）

＜令和4年9月＞
教育学士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

立古 俊典
（55）

＜令和4年9月＞
教育学士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

小林　隆司
（56）

＜令和4年4月＞
博士（保健学）

特別支援教育

兼任 講師

浜田　淳
（67）

＜令和4年9月＞
経済学士

地域包括マネジメント論
兼任 講師

浜田　淳
（68）

＜令和4年9月＞
経済学士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

古澤　潤一
（49）

＜令和4年9月＞
専門学校卒

地域包括マネジメント論

兼任 講師

田中　人
（55）

＜令和5年9月＞
修士（学術）

コミュニティ形成論
兼任 講師

田中　人
（54）

＜令和5年9月＞
修士（学術）

コミュニティ形成論

兼任 講師

立古 俊典
（53）

＜令和4年9月＞
教育学士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

浜田　淳
（66）

＜令和4年9月＞
経済学士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

古澤　潤一
（48）

＜令和4年9月＞
専門学校卒

地域包括マネジメント論

兼任 講師

浜田　淳
（66）

＜令和4年4月＞
経済学士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

遠藤　浩
（88）

＜令和4年4月＞
医学博士

地域包括マネジメント論

兼任 講師

岸川　和忠
（57）

＜令和4年4月＞
法学士

地域包括マネジメント論

　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、「担当授業科目名」の上段に変更後のカリキュラム（新カリキュラム）の授業科目名を記入するとともに、下段に変更前のカリキュラム（旧カリキュラム）の授業科目名を記入してください。
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（１）ー②担当教員表に関する変更内容

　　　　 　　　　

　　　　 　　　　

(注)・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　不要な年度（令和６年度開設であれば令和５年度以前）の表は適宜削除してください。

　　　　 　　　　

　　　　 　　　　

【令和３年度】

特になし。

【令和２年度】

特になし。

　　　　 　　　　

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（ＡＣ教員審査）を受けてください。原則としてＡＣ教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　ＡＣ教員審査の結果、「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

【令和４年度】
・千田益生教授が令和4年4月に就任したことにより、「整形外科学」を兼任の遠藤裕介講師から変更した。
・三宅俊明講師が業務上の都合により「精神医学」を辞退したため、兼任・兼担を井上真一郎講師に変更し、後期授業のため就任時期を4月から9月に変更した。
・田中菜摘講師が業務上の都合により「人間形成論」を辞退したため、兼任・兼担を住本克彦講師に変更し、後期授業のため就任時期を4月から9月に変更した。
・小林麻衣子講師が業務上の都合により「家族関係論」「ライフサイクル論」の就任を辞退したため、兼任・兼担を稲谷祐理講師に変更。
・遠藤浩講師が業務上の都合により「地域包括マネジメント論」の就任を辞退したため、兼任・兼担を古澤潤一講師に変更し、後期授業のため就任時期を4月から9月に変更し
た。
・岡山市に依頼している「地域包括マネジメント論」を人事異動により、岸川和忠講師から後任の立古俊典講師に変更し、後期授業のため就任時期を4月から9月に変更した。
・浜田淳講師の就任時期を後期授業のため4月から9月に変更した。
・11月25日追記。井上真一郎講師がAC教員審査の結果理学療法学科の教授判定となったため、兼任から教授、兼担に変更した。（AC教員審査済み）

【令和５年度】
・令和5年4月幸信歩教授、山田隆人准教授就任。令和4年12月教員審査済み。
・吉田直樹教授が一身上の都合により、「情報収集と処理」「リハビリテーション概論」「身体障害作業療法実習Ⅱ」「応用治療技術実習Ⅲ（リハビリ工学）」「生活環境
学」「見学実習」「総合実習Ⅰ」「人間工学」を辞任したため、山田隆人准教授に変更した。
・小林隆司教授が一身上の都合により、「研究デザイン」「※身体障害作業療法学Ⅲ」「※身体障害作業療法学Ⅳ」「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」「卒業論文」を辞任したた
め、山田隆人准教授に変更した。（※令和5年3月教員審査済）「特別支援教育」は「不可（兼任補充可）」となったため、小林隆司氏が引き続き兼任教員として担当する。
・林聡准教授が体調不良により一時的に担当科目をAC教員審査で可判定を受けた教員が担当するため、「多職種連携論」「基礎作業学」「老年期障害作業療法実習」「精神障
害作業療法学」を幸信歩教授に変更、「作業療法評価学」を山田隆人准教授に変更。「評価実習」は負担軽減のため担当を増加するため、幸信歩教授を追加した。
(9月追記）林聡准教授の体調が改善したため、一時的に「多職種連携論」「基礎作業学」の担当者を幸信歩教授に変更していたが、後期より本人が担当する。
・塩田雄太郎講師が定年で退職したため、「人間発達学」を兼任の白石奈津栄講師に変更、「臨床医学概論」を兼任の齋藤信也講師に変更、「内科学」を兼任の大塚文男講師
に変更、「小児科学」を山下美保講師に変更。
・稲谷祐理講師が一身上の都合により辞任したため、「家族関係論」を兼任の寺尾順子講師、「ライフサイクル論」を白石奈津栄講師に変更。
・長田貴仁講師が一身上の都合により辞任したため、「地域社会論」を兼任の杉本敦講師、「コミュニティ形成論」を田中人講師に変更。
・三宅崇之講師が一身上の都合で就任しなかったため、「岡山経営者論」を兼任の上野宏一郎講師に変更。

【令和６年度】
3月26日に文部科学省よりAC対象校の連絡が無く、4月22日に文科省に確認した所、AC対象校であることが分かったため、以下の対応を行った。なお小野俊朗、濱畑法生、古澤
潤一、縄手雪恵、十河正樹、野口泰子は令和6年5月AC教員審査を受審している。10月1日追記：AC教員審査が不要だった旨文部科学省より連絡があったため、以下の対応を行っ
た。
・二木淑子教授が任期満了で退職したため、「研究デザイン」「作業療法概論」「卒業論文」を古澤潤一教授が担当する。「作業療法セミナーⅠ」「作業療法セミナーⅡ」
「老年期障害作業療法学」は濱畑法生教授が担当する。「身体障害作業療法学Ⅱ」は後任募集中のため、兼任の中島龍彦講師が担当する。
・幸信歩教授が一身上の都合で退職したため、「研究デザイン」「作業療法管理学概論」「基礎作業療法治療学」「老年期障害作業療法実習」「精神障害作業療法学」「予防
作業療法学」「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」「総合演習Ⅰ」「総合演習Ⅱ」「卒業論文」を濱畑法生教授が担当する。「地域作業療法学」は十河正樹講師が担当する。
・山田隆人准教授が一身上の都合で退職したため、「リハビリテーション概論」「生活環境学」「見学実習」は濱畑法生教授が担当する。「身体障害作業療法学Ⅲ」は古澤潤
一教授が担当する。「総合実習Ⅰ」は十河正樹講師と野口泰子助教が担当する。「研究デザイン」（令和7年度から）「身体障害作業療法実習Ⅱ」「作業療法評価学」「卒業論
文」は兼任講師の縄手雪恵氏が9月からみなし専任教員として担当する。「身体障害作業療法学Ⅳ」は担当者を募集中のため兼任教員の中島龍彦講師が担当する（令和7年度か
ら縄手雪恵講師が担当予定）。「情報収集と処理」は下瀬良太講師が担当する。「応用治療技術実習Ⅱ（リハビリ工学）」は内田 孝信兼任講師が担当する。「人間工学」は小
畑秀明兼任講師が担当する。
・林聡准教授が一身上の都合で退職したため、「多職種連携論」「日常生活活動学」は濱畑法生教授が担当する。「基礎作業学」「身体障害作業療法学Ⅰ」は古澤潤一教授が
担当する。「大学入門」「基盤ゼミⅠ」「基盤ゼミⅡ」「研究デザイン」「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」「卒業論文」は専任の小野俊朗教授が担当する。
・「評価実習」は林聡准教授が体調不良のため、授業負担軽減策として、幸信歩教授と合わせて2名で担当することで、一時的に担当教員が増加していたが、これを設置計画通
り担当教員1名に戻し、それを濱畑法生教授が担当する。
・大塚文男講師が担当していた「内科学」を兼担の齋藤信也講師が担当する。
・伊勢眞樹教授が一身上の都合で退職したため、「リハビリテーション医学」を兼担の辻博明講師が担当する。
・浅利正二講師が担当していた「職業人の倫理と道徳論」「岡山経営者論」を兼担の齋藤信也講師が担当する。
・千田益生講師が一身上の都合で退職したため、「整形外科学」を兼担の辻博明講師が担当する。
・池本貞子講師が一身上の都合で辞任したため、「ヒューマンサービス論」を兼任の北岡京子講師が担当する。
・兵藤好美講師が一身上の都合で辞任したため、「人間関係論」を兼任の三宅沙侑美講師が担当する。
・小林　隆司講師が一身上の都合で辞任したため、「特別支援教育」を兼任の松田太希講師が担当する。
・「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」は3年生と4年生の学生数が少ないことより、平成５年度は担当教員数を減らして行ったが、平成6年度からの入学定員変更により必要教員数が
1名減ったため、新たな教員数に応じて対応する。このことにより、本科目を担当していた二木淑子教授分は、新たな担当教員を設ける必要はない。
・山田隆人准教授が担当していた「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」については内定した後任教員（令和7年度から縄手雪恵講師）が担当予定である。

【令和７年度】
・濱畑法生教授が担当していた「作業療法セミナーⅠ」「老年期障害作業療法学」「生活環境学」は、中島龍彦講師が就任したため担当を変更する。
・古澤潤一教授が担当していた「身体障害作業療法学Ⅰ」「身体障害作業療法学Ⅲ」は、中島龍彦講師が就任したため担当する。
・山田隆人准教授が担当していた「総合研究Ⅰ」「総合研究Ⅱ」は、中島龍彦講師が就任したため担当を変更する。
・中島龍彦講師が「身体障害作業療法実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」を担当教員を追加して担当する。
・縄手雪恵講師が一身上の都合で退職したため、「研究デザイン」「作業療法評価学」「身体障害作業療法実習Ⅱ」「卒業論文」は中島龍彦講師が就任したため担当を変更す
る。
・堀内孝講師が一身上の都合で退職したため、「心理学」を兼任の張澤講師が担当する。
・植月眞理講師が担当していた「コミュニケーション英語」を兼任の福尾陽子講師が担当する。
・足守浩講師が一身上の都合で退職したため、「国際関係論」（旧「国際政治経済論」）を兼任の大鳥居誉啓講師が担当する。
・三宅沙侑美講師が一身上の都合で退職したため、「人間関係論」を兼任の木村明日美講師が担当する。
・山下美保講師が一身上の都合で退職したため、「小児科学」を兼任の林優子講師が担当する。
・内田孝信講師が一身上の都合で退職したため、「義肢装具学」を兼任の栗本和輝講師が、「応用治療技術実習Ⅱ（リハビリ工学）」を兼任の石原洋講師、田中南実講師、篠
原俊之講師が担当する。
・大塚学講師が一身上の都合で退職したため、「岡山経営者論」を兼任の岡本勝樹講師が担当する。
・清水努講師が一身上の都合で退職したため、「岡山経営者論」を兼任の金谷佳和講師が担当する。
・宮下附一竜(武一郎)講師が一身上の都合で退職したため、「岡山経営者論」を兼任の杉浦俊太郎講師が担当する。
・鴨井尚志講師が一身上の都合で退職したため、「岡山経営者論」を兼任の清水孝一講師が担当する。
・齋藤信也講師が担当していた「岡山経営者論」の５コマのうち３コマの各１コマを兼任の西崎真由美講師、藤南和将講師、白髭千晴講師が担当する。
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（注）・　大学設置基準別表第一イ（２）及び第四十二条の六、専門職大学設置基準別表第一イ及び第三十六条、

　　　　専門職短期大学設置基準別表第一イ及び第三十三条により算出される専任教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、認可で設置された学部等の場合は、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、

　　　　教員審査を受審済みであり、完成年度までに就任する教員数を加えた数を、届出で設置された学部等の場合は、

　　　　「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、完成年度までに就任することが決定している教員数を加えた数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「実専」は実務家教員、「実（研）」は研究能力を併せ有する実務家教員を計上してください。

　　　　なお、みなし専任教員（実み）がいる場合は、必要に応じて各項目の教員数に計上してください。

　　　・「みなし専任教員数」には、「実専」に計上している実務家教員数のうち、みなし専任教員の教員数を計上してください。

(注)・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　及び、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数及び完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入し、

　　　　「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ）
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ'）
設置時の計画（Ａ'）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　（２）－⑥　設置時の計画に対する助手充足率

=
0

= - ％
0

3 2
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［　0　］

100

　（２）－③　年齢構成
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定年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長し
て採用する教員数

0

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
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= ％
9

名

年齢構成

9

（7）

計
（Ｃ）

9

［　0　］

60
（学長）75

（学部長）70
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歳 名

現在（報告時）の完成年度時の状況

教　授 准教授 講　師 助　教
助手
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［　 0　］

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率
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2 0
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専任教員数
（実専）
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5 0
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　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要専

任教員数

専任教員数のうち、
完成年度時における
設置基準上の必要教

授数

講　師

　（２）－②　専任教員等数【専門職大学等】

設　置　時　の　計　画 現在（報告時）の状況

計
（Ｂ）

専任教員数のうち、
完成年度時における
設置基準上の必要実

務家教員数

4

名

専任教員数のうち、
完成年度時における
設置基準上の必要な
研究業績を有する実

務家教員数

2

名

助手
（Ｂ'）

教　授 准教授 講　師 助　教
助手

（Ａ'）
准教授

0 2

9 5

名 名

教　授

（4） （1） （1） （1） （0）

2

2
3

（3） （2） （2）

1

［　△1］ ［　1　］ ［　0　］ ［　0］ ［　 0　］ ［　△1］ ［　1　］ ［　0　］

3 2 3 3 2 3

［　0　　］ ［　△1　　］

専任教員数
（専）

［　　1　　］ ［　0　　］ ［　△1　　］ ［　　1　　］

専任教員数
（実専）

専任教員数
（実（研））

専任教員数
（専）

専任教員数
（実専）

専任教員数
（実（研））

（0）

みなし専任教員数

みなし専任教員数

1

［　　0　　　］

みなし専任教員数

1

［　　0　　　］

1

助手
（Ｄ'）

2 0

（0）

教　授 准教授 講　師 助　教

助　教
計

（Ａ）

現在（報告時）の完成年度時の計画

9

計
（Ｄ）

5

34



時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

時期

後任補充状況の集計（Ｅ）

職　位

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

選択

必修 0

選択

必修

選択

自由自由 0

0 0

0必修 0 科目

選択

辞任等の理由

科目

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

専任教員氏名

科目

(注)・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

必修

4

大学入門 ①

准教授 林　聡

１

卒業論文 ①

0

教授 幸　信歩

研究デザイン

番　号

必修

科目

後任補充状況

R6.3.31付け、一身上の都合で辞任（６）

担当予定科目

自由自由

計 計計0

0

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由

該当なし

担当予定科目

人

職　位 専任教員氏名

0

（３） 専任教員辞任等の理由

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」

・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」

・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）就任を辞退した教員数

0

0

0

0

番　号

①の合計数（a） ②の合計数（b）

0

0 0

必修・選択・自由の別

③の合計数（c）

合計（Ｄ）

選択

①

必修 作業療法管理学概論 ①

必修 基礎作業療法治療学 ①

必修 老年期障害作業療法実習 ①

必修 精神障害作業療法学 ①

必修 地域作業療法学 ①

①

必修 予防作業療法学 ①

必修 評価実習 ①

必修・選択・自由の別

必修

必修

R6.3

R6.3

R6.3.31付け、一身上の都合で辞任（６）

総合演習Ⅱ

必修 総合研究Ⅰ ①

必修 総合研究Ⅱ ①

選択 総合演習Ⅰ ①

２ 教授 二木　淑子 R6.3

必修 研究デザイン ①

①

R6.3.31付け、契約満了のため辞任（６）

必修 作業療法概論 ①

必修 作業療法セミナーⅠ ①

必修 作業療法セミナーⅡ ①

必修 身体障害作業療法学Ⅱ ①

必修 老年期障害作業療法学 ①

必修 総合研究Ⅰ ③

必修 総合研究Ⅱ ③

必修 卒業論文

3 准教授 山田　隆人 R6.3

必修 情報収集と処理 ②

①

必修 見学実習 ①

必修 総合研究Ⅱ ①

必修 卒業論文

R6.3.31付け、一身上の都合で辞任（６）

必修 研究デザイン ①

必修 リハビリテーション概論 ①

必修 作業療法評価学 ①

必修 身体障害作業療法学Ⅲ ①

必修 身体障害作業療法学Ⅳ ①

必修 身体障害作業療法実習Ⅱ ①

必修 応用治療技術実習Ⅱ（リハビリ工学） ②

必修 生活環境学

①

必修 総合実習Ⅰ ①

必修 人間工学 ②

必修 総合研究Ⅰ ①

必修 基礎作業学 ①

必修 身体障害作業療法学Ⅰ ①

必修 日常生活活動学 ①

必修 卒業論文 ①

必修 基盤ゼミⅠ ①

必修 基盤ゼミⅡ ①

必修 研究デザイン ①

必修 多職種連携論 ①

必修 評価実習 ①

必修 総合研究Ⅰ ①

必修 総合研究Ⅱ ①
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5 R7.7

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

(注)・（３）－①、（３）－②で赤字で記載した専任教員数の合計数を記載してください。

　　　・　令和７年度開設の学科等の場合、（D）＋（F）と同数を記載してください。

都合で辞任（7）講師

必修 研究デザイン

必修 作業療法評価学

必修 身体障害作業療法実習Ⅱ

必修

R7.3.31付け、一身上の縄手　雪恵

①

①

①

①の合計数（a）

0 自由 0

必修

選択

自由

科目

　（３）－⑤　令和６年度報告書から、新たに辞任等した専任教員等の状況

46

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

計

0

辞任等した教員数

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

(注)・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員について、記入してください。

3

2 選択

必修

2

自由 0

計 53 科目 計 48 計 3

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

必修

自由

51

0 選択 0

合計（Ｄ）＋（Ｆ）

1 人

0

③の合計数（c）

5 人

計

①の合計数（a） ②の合計数（b）

必修 51 科目 必修

2 選択

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

48 計

必修 3

計 23

2 科目

0 科目

53 科目 計

必修

0

選択 2

2

・専任教員が担当する（している）場合は「①」

・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」

・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

卒業論文 ①

選択

必修

科目 選択

②の合計数（b）

後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

2

選択

③の合計数（c）

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

46

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

辞任した教員数

5 人

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

= = 55.55 ％
5
9

0自由

自由 0 科目 自由 0 自由
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

「学生への周知方法」
履修登録の際に履修登録表を配布の上で、さらに学生に口頭で通知を行った。新専任教員の赴任後に口頭にて伝達をし、ホームページでも
周知を行っている。

　（３）－⑥　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

該当なし

後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

・専任教員が担当する（している）場合は「①」

・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」

・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計 0

(注)・　定年により退職した全ての専任教員について、記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

0
0 自由 0

計 0 科目 計 0 計 0

選択 0 選択 0

自由 0

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

科目 自由 0 自由

0 必修 0 必修 0

選択 0 科目 選択 0
人

必修 0 科目 必修

合計
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（令和2年）

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

【認可】
遵守事項

履行中

履　行　状　況

　本学の設置の趣旨に沿う人材育
成目標を定め、それらを踏まえ
て、理論と実践を連動させた質の
高い教育課程を編成している。本
学独自に展開する「基盤ゼミプロ
グラム」により深い人間性やコ
ミュニケーション力等の生涯にわ
たる基盤的資質を養い、「専門技
能錬成プログラム」により応用治
療技術実習と総合実習Ⅱとを連動
させ高い実践力を身につけ、「展
開力育成プログラム」により産業
界と連携した臨地実務実習と展開
科目を連動させ豊かな創造力を涵
養する。なお深い人間性を涵養す
るために本学独自に「学生の品
格」と題する小冊子（B5判61ペー
ジ）を毎年度の初めに作成し学生
全員に配付している。さらにこの
三つのプログラムを連動させた
「高度職業実践教育プログラム」
により、深い人間性と最新の専門
知識、理論に裏付けられた高度な
実践力、新しいサービスを創出す
る創造力を身につけ、地域社会の
ニーズに応え得るワンランク上の
即戦力の人材を育成していく。大
学及び専門職大学の目的を達成す
るために設置している「教育課程
連携協議会」は、年2回開催され本
学の教育内容を審議しているが、
初年度及び令和3年度においては、
当初目指した教育内容は順調に提
供されているとの評価を受けてい
る。今後も協議会からの提言も踏
まえて、学年進行に沿って教育水
準を担保していくよう努める。
（4）

　本協議会は、令和4年度において
は、令和4年11月18日及び令和5年3
月13日に開催された。協議会で
は、大学から教育課程の遂行等の
事業内容が報告され、令和4年度に
おいても、設置の趣旨に沿った教
育課程が提供されているとの評価
を得た。一方、学年進行の終了を
見据えた新たな対応を検討する必
要があり、以下のような内容につ
いて検討していくことになった。
それらは、教育学系のカリキュラ
ムの必要性、特別支援教育、人間
工学の及び応用治療技術実習Ⅱ
（リハビリ工学）の内容の見直
し、また開講時期、単位数上限、
進級要件、実習時間・期間、卒業
試験等の教育課程の見直し、及び
地域社会との連携による観点から
の教育課程の見直し等についてで
ある。

・設置の趣旨・目的等
が生かされるよう、設
置計画を確実に履行す
ること。また、学術の
中心として広く知識を
授けるとともに深く専
門の学芸を教授研究す
るという大学の目的、
さらに専門性が求めら
れる職業を担うための
実践的かつ応用的な能
力を展開するという専
門職大学の目的に照ら
し、開設時から充実し
た教育研究活動を行う
ことはもとより、その
水準を一層向上させる
よう努めること。

我が国に専門職大学が設置された
背景と趣旨および従来の大学との
相違、またその中での本専門職大
学の設置の趣旨、本学が目指すと
ころ等について、最初に「大学入
門」において詳細に説明した。さ
らには本学において、今後展開し
ていく教育課程とその特徴につい
て説明し学生の理解を促し、今後
の教育課程の展開について理解を

深めた。
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これらについて、教務委員会を中
心にして見直しを進め、本評議会
で検討していくこととなった。
（5）
　令和5年度の報告以降、本協議会
で検討した結果、教育課程（開講
時期）を理論と実践を架橋するよ
うに見直しを行った。また卒業試
験を作業療法セミナーⅡで行うと
共に、選択科目から必修科目への
変更を行うこととし、学則変更届
及び教育課程変更届を提出した上
で、令和6年度より実施している。
（6）
　令和6年度の報告以降も継続して
同じ教育課程で行っている。（7）

認　可　時

（令和2年）

【認可】
助言事項

履行済

・医療職として外国人
患者に接することを踏
まえ、英語など関連す
る教育の一層の充実に
努めること。

【認可】
遵守事項

履行中

「コミュニケーション英語」は、
新型コロナウイルス感染症への対
応のため2020年4月21日より5月20
日まで全学休校措置が取られたた
めこの間は実施されず、5月21日よ
り対面による授業を再開した。授
業では、日常的に出会う様々な課
題について自然な英語表現を使っ
てやり取りができ、また外国人と
も自然体で接することができる能
力を養うために、英語教材を使
い、グループワークやロールプレ
イを組み込んだアクティブラーニ
ングを行い、教育内容の充実に努
めた。（5）
さらに令和4年度から、3年生に対
し「メディカル英語」を実施し、
「コミュニケーション英語」「国
際政治経済論」と合わせて教育内
容の充実に努めている。（6）

英語教育においては、「メディカ
ル英語」と「コミュニケーション
英語」を配置しているが、いずれ
の教科においても、外国人患者あ
るいは外国人と接する状況を想定
して授業内容が構成されている。
特に前者では、外国人患者への英
語での対応を、基礎から臨床に至
るまでの具体的事例を踏まえて細
かく教授し、かつ英語での授業、
グループワークやロールプレイ等
の実践形式の講義形態も多く組み
込むことにより、外国人患者に接
する時のハードルを下げる工夫を
している。後者でも同様に、外国
人留学生と交流しながら社会生活
の様々な状況に英語で対処すると
いう想定で、段階的に英語力が向
上するように構成されている。ま
た「国際政治経済論」を2年後期よ
り開始するが、本授業でも英語教
材を使用した講義を実施し、英語
教育の充実を図る。なお課外授業
にはなるが、ネイティブによる英
会話レッスンを開き、英会話力の
向上を図っている。また入学前の
リメディアル教育において英語力
の確認を行う。このような取り組
みにより、学生の英語力の向上及
び外国人患者への対応力の向上に
一層努めていく予定である。

・設置の趣旨・目的等
が生かされるよう、設
置計画を確実に履行す
ること。また、学術の
中心として広く知識を
授けるとともに深く専
門の学芸を教授研究す
るという大学の目的、
さらに専門性が求めら
れる職業を担うための
実践的かつ応用的な能
力を展開するという専
門職大学の目的に照ら
し、開設時から充実し
た教育研究活動を行う
ことはもとより、その
水準を一層向上させる
よう努めること。

我が国に専門職大学が設置された
背景と趣旨および従来の大学との
相違、またその中での本専門職大
学の設置の趣旨、本学が目指すと
ころ等について、最初に「大学入
門」において詳細に説明した。さ
らには本学において、今後展開し
ていく教育課程とその特徴につい
て説明し学生の理解を促し、今後
の教育課程の展開について理解を

深めた。

39



　令和5年度には、3年生に対し
「メディカル英語」を実施した。
「医療職として外国人患者に接す
ることを踏まえ、英語など関連す
る教育の一層の充実に努めるこ
と」というご指摘に対し、到達目
標を①リハビリの臨床現場で使用
される専門用語や表現が理解でき
る②英語論文（症例報告や研究論
文等）における読解能力が身につ
き、英語論文が理解できる③リハ
ビリの臨床現場で英語による基本
的なコミュニケーション力を身に
つけることができるとし、授業を
行った。
　令和5年度のメディカル英語の成
績は、粗点で平均85.5点、標準偏
差10.7，最高99、最低60点であっ
た。また受験時の英語の成績が下
位33％であった13人の内、メディ
カル英語の成績がSであったものが
5人、Aが4人、Bが1人、Cが3人と、
入学後に英語能力が向上した可能
性が示唆された。(6)

【認可】
助言事項

履行済

令和4年度には、「メディカル英
語」が3年生に対して実施された。
総合型選抜及び学校推薦型選抜で
は、高校での英語評定時とメディ
カル英語受講後の、また一般選抜
では、入学者選抜時の英語の得点
とメディカル英語受講後の得点と
の評価分布を算出し、メディカル
英語の評価を通じて本学の英語教
育の成果を確認した。前者では、
高校評定値が高い者（評定値の平
均以上）が最高評価Sをとる率が
72％、評価Aが22％であり、高校評
定値が高い者がメディカル英語で
も高い成績を得ている。一方、高
校での英語評定値が平均以下の者
でもSが60％、Aが30％であり評価A
以上が90％であった。このこと
は、英語評定値が低い者であって
も、メディカル英語を通じて英語
力の向上につながっていることを
示唆している。後者では、入学者
選抜時の得点率が高い者（平均得
点率以上）の評価Sは100％であ
り、高評価を得る率は明らかに高
かったが、低い者も講義後の評価
では、評価Sが60％、Aが20％であ
り高評価を得ることができてい
る。一般入試の学生においても、
メディカル英語の受講により英語
力の向上に繋がったことがうかが
える。
これまでのコミュニケーション英
語に加え、令和4年度に新たなに加
わったメディカル英語においても
入学時と受講後の成績を検証した
結果、本学の英語教育により英語
力の向上に一定の効果はあったも
のと考えられる。（5）
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認　可　時

（令和2年）

　令和5年度は、4年生を対象とし
た総合実習Ⅱ終了後、当初の予定
どおりPost OSCEが実施された（10
月3日～4日）。また、Post OSCE実
施に先立ち、全対象者は事前配布
資料などにより臨床技能に関する
知識・技能及び態度の確認が行わ
れることの説明を受けている。さ
らに、Post OSCE実施前の9月13日
に外部評価者5名との事前打ち合わ
せを行い、実施内容及び評価基準
の明確化を図り、臨地実務実習の
水準を担保している。(6)
　令和6年度は、4年生を対象とし
た総合実習Ⅱ終了後、当初の予定
どおりPost OSCEが実施された（10
月1日～2日）。3年生を対象とした
総合実習Ⅰ開始前には、Pre OSCE
が実施された（12月18日～19
日）。Post OSCE及びPre OSCE実施
に先立ち、全対象者は事前配布資
料などにより臨床技能に関する知
識・技能及び態度の確認が行われ
ることの説明を受けている。ま
た、Post OSCE実施前の9月11日に
外部評価者6名と、Pre OSCE実施日
の12月18・19日に外部評価者7名と
打ち合わせを行い、実施内容及び
評価基準の明確化を図り、臨地実
務実習の水準を担保している。(7)

総合実習Ⅰの開始前及び総合実習
Ⅱの終了後に実施される「客観的
臨床試験（OSCE）」においては、
その履修条件、実施内容、評価基
準、不合格となった場合の取扱い
についてシラバスに記載し、それ
らの内容を、3年次・4年次履修登
録における履修ガイダンス時に説
明し、学生への徹底を図る。
OSCEについては、3年生後期の総合
実習Ⅰの開始前のPre OSCEと4年生
前期の総合実習Ⅱの終了後のPost
OSCEがある。3年生後期の総合実習
Ⅰの実施期間は、和5年1月10日か
ら3月17日であるため、それに伴
い、Pre OSCEは12月19日から23日
にかけて実施の予定である。従っ
てPre OSCEの学生への周知は、前
述の履修ガイダンス時に加えて、
Pre OSCE実施前にも説明する機会
を設け周知を徹底する予定であ
る。なおPost OSCEについても学生
への説明は徹底するが、実施時期
が総合実習Ⅱの終了後であるた
め、実施の時期や内容の詳細は適
切なタイミングで行う予定であ
る。(4)
　臨地実務実習については、3年生
の総合実習Iが令和5年1月10日～3
月10日の期間で実施された。この
実施の前に、即ち、令和4年12月19
日～12月23日にかけてPre OSCEが
実施された。Pre OSCEの実施前に
は、全対象者に対してPre OSCEの
実施要領について十分な説明を
行った。当初の計画通り全対象者
に対してPre OSCEは円滑に実施さ
れた。Post OSCEについては、4年
生の7月から9月にかけて実施予定
の総合実習IIの終了後に実施され
るため（理学療法学科：9月25日～
28日、作業療法学科：10月2日～4
日を予定）、実施方法や内容等に
ついての詳細な学生への周知は、
実施前の適切な時期に行う予定で
ある。このように各OSCEについて
は、学生への周知徹底を含め綿密
な実施計画の下に円滑に実施され

【ＡＣ】
指摘事項
（是正）

履行済

・「客観的臨床試験
（OSCE）」の実施に当
たっては、その前提と
なる履修条件、実施内
容、評価基準、不合格
となった場合の取扱い
について、あらかじめ
シラバス等で明確にし
た上で履修指導を適切
に実施すること。ま
た、再試験までの日程
を考慮した上でOSCEの
実施時期や臨地実務実
習の開始時期を適切に
設定すること。

5月1日の時点では、臨地実務実習
は見学実習が実施されたのみであ
る。OSCEの対象となる臨地実務実
習は実施されていないが、教務委
員会、実習委員会、OSCE検討会議
にて、総合実習Iの開始に向けて、
既に、履修指導、実施内容、臨地
実務実習開始時期等の検討を始め
ており、その中でOSCEについても
実施の詳細について検討を開始し
ている。
臨地実務実習は、見学実習、評価
実習、総合実習Ⅰ、総合実習Ⅱと
全てを実施した。「客観的臨床試
験（OSCE）」の実施に当たって
は、その前提となる履修条件、実
施内容、評価基準、不合格となっ
た場合の取扱いについて、あらか
じめシラバスに記載し行った。

41



設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和2年度）

設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和3年）

特に在学生からの発信は受験生に
対して強いインパクトを与えるた
め、在学生が本学の教育の特徴と
高い質を認識することにより、
オープンキャンパスをはじめとす
る様々な機会を通じて、在学生か
ら受験生に対して本学の教育内容
について強いメッセージを出して
もらうことにより、入学者の充足
に努める。

今回の定員未充足を受け、広報委
員会において原因分析を行った。
その結果、新型コロナウイルス感
染症の影響により、高校訪問や進
学ガイダンス等の広報活動が一定
期間停止となったことで、本学の
認知度が十分に上がらなかったこ
と、オープンキャンパスにおいて
理学療法学科の第一希望者93名の
うち約22%が県外在住者であったた
め、在住県内への進路変更が発生
したこと、作業療法学科のオープ
ンキャンパス参加者数が少なかっ
たこと、作業療法に対する高校生
の理解度の低さが原因であると分
析した。
そのため、令和４年度以降の定員
充足にむけ、広報委員会と広報入
試チームが一丸となり、3月に広報
計画を策定し、4月から活動を開始
することにより、入学者の充足に
努める。
具体的な取組については別紙1の通
りである。

今後は、理論と実践を架橋する教
育はもとより最先端教育の実践等
の本学独自の魅力を、オープン
キャンパスをはじめとするあらゆ
る機会を通じて改めて広く発信し
ていく。
令和2年度から続いたコロナ禍での
令和3年度の志願者の志向分析にお
いて、県内進学志向が高まると予
想して対応したが、予想に反して
岡山県では県外進学志向が高止ま
りしたこと、及び岡山県の大学へ
進学する高校生が比較的多い地域
（鳥取県、島根県、愛媛県等）の
志願者状況を十分に把握できてい
なかったことも充足率不足の一因
であると分析した（別紙1）。令和
3年に岡山県教育委員会と締結した
高大連携の活用も図っていく。
今後はこのような分析結果を基
に、令和5年度以降の定員充足に向
け、広報委員会と広報入試チーム
が一丸となり、3月に年間広報計画
を策定し、4月から活動を開始する
ことにより、入学者の充足に努め
る。
　具体的な取組については別紙2の
通りである。（4）

令和2年度の報告から引き続き、開
学2年目となる令和3年度において
は、基盤ゼミプログラムIや臨地実
務実習の初段階である見学実習が
開始され、今後専門技能錬成プロ
グラムや展開力育成プログラム及
びこれらと連動した応用治療技術
実習を含む臨地実務実習が順次展
開される。これらを通じて本学な
らではの特徴的教育を、いろいろ
な機会を通じて受験生に広く周知
していく。さらに人間性の涵養に
不可欠なサークル活動においても
その組織体制を強化し、令和4年度
より新たに4団体が認定され活動を
開始している。サークル活動の活
発化により学生の主体性が向上し
勉学への取組も積極的になってい
る。本学の特徴的教育を広く発信
していくために、広報活動を一層
強化していく。

【ＡＣ】
指摘事項
（改善）

履行済
・教育内容の充実等を
通じ，入学定員未充足
の改善に努めること。

今後展開される基盤ゼミプログラ
ム、専門技能錬成プログラム、展
開力育成プログラム及びこれらと
連動した臨地実務実習を通じての
本学の特徴的教育を、いろいろな
機会を通じて受験生に広く周知し
ていく。特に在校生からの発信は
受験生に対して強いインパクトを
与えるため、在校生が本学の教育
の特徴と高い質を認識することに
より、オープンキャンパスをはじ
めとする様々な機会を通じて、在
校生から受験生に対して本学の教
育内容について強いメッセージを
出してもらうことにより、入学者
の充足に努める。

履行済
【ＡＣ】
指摘事項
（改善）

・教育内容の充実等を
通じ，入学定員未充足
の改善に努めること。
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設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和4年度）

令和4年度においては、入学者の確
保に向けての対策として、オープ
ンキャンパスやミニオープンキャ
ンパスのあり方の再検討、高校訪
問とそれに関連する事業の拡大、
ホームページや各種SNSを利用した
Web広報活動の充実、さらには学生
支援制度の充実等を行う。それら
により、本学の教育の柱である
「理論と実践を架橋する教育」を
志願者に浸透させ、また岡山県内
はもとより県外志願者の増加を図
り、さらに支援制度の充実により
県外者においても入学後は安心し
て大学生活が送れることをPRして
いく。課題であったサークル活動
の活性化については、学友会組織
を確立し学生主体の活動を活発化
したことにより、活動するサーク
ルは前年度までの4団体から9団体
へと増加した。志願者へサークル
活動の拡大充実の状況をＰＲして
本学での大学生活の魅力を伝えて
いく。在学生からの本学の教育の
特徴や魅力及び活性化したサーク
ル活動等の発信をさらに強めてい

く。

履行済

令和5年度の入学者の入学定員充足
率は、その向上に向けて様々な努
力を行ったにもかかわらず、理学
療法学科が66.3％、作業療法学科
が27.5％、合わせて53.3％と令和4
年度から減少に転じた。その原因
としては、オープンキャンパス
（OC）への参加者の減少、総合選
抜型志願者の伸び悩み、学校推薦
型選抜（特に指定校推薦）の減少
が挙げられた。この結果を受け
て、令和6年度に向けては、年間を
通じての高校及び受験生への不断
の働きかけや様々なツールを用い
た本学の専門職大学としての特
徴・魅力のPRの強化・発信、オー
プンキャンパス（OC）前のPR強化
による参加促進への働きかけ、OC
のあり方の再検討、OC後のフォ
ローの充実等のOCの前後も含めた
総合的OC対策、県外受験生の獲得
の拡大、「岡山一人暮らしスター
トアップ応援制度」拡充及び「遠
距離からの通学応援制度」新設並
びに奨学金制度の拡充等による学
生支援制度の充実、を重点課題と
して取り上げ、それらへの対策を
広報委員会・広報入試チーム・教
員が一体となって行っていく計画
である。
 具体的な取組については別紙2の
通りである。（5）

・教育内容の充実等を
通じ，入学定員未充足
の改善に努めること。

【ＡＣ】
改善意見
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設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和５年度）

【ＡＣ】
指摘事項
（是正）

履行済

・収容定員充足率が
0.36倍と著しく低い。
教育内容の更なる充実
を図りつつ，提示され
た学生確保に向けた取
組等を確実に実施する
とともに，長期的な学
生確保の見通しを客観
的根拠に基づき分析し
た上で，より効果的な
改善策を新たに講じる
等，令和６年度から変
更する入学定員の充足
に努めること。

　令和6年度の入学者の入学定員充
足率は、その向上に向けて様々な
努力を行ったにもかかわらず、
33.3％となった。定員充足率は定
員数を見直したため昨年度よりも
5.8%向上した。その主な原因とし
ては、次の3つが考えられる。①同
分野を設置する競合校の大幅な学
費の値下げと高梁市の財政支援を
受けて実施した減免制度により本
学の学費に割高感が出たことであ
る。作業療法学科の入学者数は、
2022年度20名であったが、競合校
の高梁市支援による授業料値下げ
があった2023年度11名、授業料再
値下げがあった2024年度10名へと
半減した。高梁市支援授業料値下
げ及び授業料再値下げの影響は理
学療法学科入学者数においてより
明瞭にあらわれ、2022年度67名か
ら、2023年度53名、2024年度34名
へと段階的に激減した。②卒業生
を輩出しておらず、国家試験合格
率及び就職実績がないために高等
学校が推薦を見送っていたことに
よる総合型選抜志願者の伸び悩
み、学校推薦型選抜（特に指定校
推薦）の減少である。③オープン
キャンパス（OC）への参加者の減
少である。そのため本学では令和7
年度入学生より学費を値下げする
こととした。学費と本学の修学支
援制度利用により、競合校とほぼ
同水準の学費となった。令和7年度
に向けては、同分野の専門職大学
では、全国最高の国家試験合格率
と就職実績を示し、年間を通じて
の高校及び受験生への不断の働き
かけや様々なツールを用いた本学
の専門職大学としての特徴・魅力
のPRの強化・発信、オープンキャ
ンパス（OC）前のPR強化による参
加促進への働きかけ、OCのあり方
の再検討、OC後のフォローの充実
等のOCの前後も含めた総合的OC対
策、県内受験生の獲得の拡大を重
点課題として取り上げ、それらへ
の対策を広報委員会・広報入試
チーム・教員が一体となって行っ
ていく計画である。
 具体的な取組については別紙2の
通りである。（6）

令和6年度においては、入学者の確
保に向けての対策として、オープ
ンキャンパスのあり方の再検討、
第１期卒業生の国家試験合格率や
就職実績等を説明する高校訪問と
それに関連する事業の拡大、ホー
ムページや各種SNSを利用したWeb
広報活動の充実、さらには学生支
援制度の充実等を行う。それらに
より、本学の教育の柱である「理
論と実践を架橋する教育」を志願
者に浸透させ、また岡山県内はも
とより県外志願者の増加を図り、
さらに学費の低減支援制度の充実
により県内外生においても入学後
は安心して大学生活が送れること

をPRしていく。
オープンキャンパスやSNSで在学生
から本学での大学生活の魅力を対
面や動画で伝えていく。また在学
生からの本学の教育の特徴や魅力
及び活性化したサークル活動等の

発信をさらに強めていく。
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　現在、作業療法学科総合型選抜
の募集状況は、募集人員15名に対
して、応募者数は10名となってお
り、総合型選抜最終の締め切り日
が11月29日であることから、順調
な滑り出しをみせている。続く学
校推薦型選抜募集人員10名につい
て、昨年度の実績は5名であった
が、本学の卒業生の国試合格結果
及び就職実績が高校へ周知された
こともあり、既に高校から指定校
推薦に６名出願の連絡が入ってお
り、公募制推薦と併せて今後さら
に志願者が増加する見込みであ
る。一般選抜（募集人員5名）によ
る入学者数については現在把握す
ることはできないが、授業料低減
及び修学支援充実と広報活動の効
果により、本年の作業療法学科の
オープンキャンパス参加者数目標
値（68名）を上回る72名の参加者
を集めていることから、過去5年間
の平均出願実績約3名を上回る出願
者の増加が見込まれる状況であ
る。
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設置計画履行状況

調　査　結　果

　今後は、双方向・対話型かつ実
践的な学修の推進を通じて教育内
容の一層の充実を図るとともに、
学生支援体制の強化を行います。
あわせて、以下の通り広報体制の
抜本的な見直しを着実に実施し、
受験生・高等学校・保護者への情
報発信を強化することにより、定
員充足の改善を確実に図ってまい
ります。
　本学は、令和7年度の入学定員の
充足に向けて、広報改革や支援制
度の見直し等、様々な改善努力を
講じてまいりました。しかしなが
ら、令和7年度の入学定員充足率は
36.7％にとどまり、前年（令和6年
度）からの改善幅は3.4ポイントに
とどまりました。
　退学者が収容定員の1割を超えて
いる状況について、退学理由を
（a）進路再考・ミスマッチ、
（b）学修上の困難（基礎学力・学
習習慣・読解力等）、（c）心身の
不調（メンタルヘルスを含む）、
（d）経済・家庭事情、に分類し、
退学届記載内容、担任面談記録、
出欠・成績推移等をもとに点検し
た。
その結果、（a）については一定割
合が生じ得る類型である一方、
（b）（c）が退学に結び付くケー
スが散見され、早期把握と早期介
入の徹底が課題であると整理し
た。
本学としては、以下のとおり対応
している（今後実施予定を含
む）。
　今後は、以下の4項目を柱とした
取組を、さらに重点的に推進して
まいります。
1. 入学前〜入学直後のミスマッチ
の低減
　オープンキャンパス・個別相
談・入学前ガイダンスにおいて、

【ＡＣ】
指摘事項
（是正）

履行中

・収容定員充足率が
0.38倍と著しく低い。
教育内容の更なる充実
を図りつつ、提示され
た学生確保に向けた取
組等を確実に実施する
とともに、より効果的
な改善策を新たに講じ
る等、令和７年度の入
学定員の充足に努める
こと。（健康
科学部作業療法学科）

本学では、令和6年度における定員
未充足の主な要因として、以下の2
点を中心に分析を行いました。
① 本学の授業料が相対的に高額で
あること
② 国家試験合格率および就職実績
がこれまで対外的に示されていな
かったこと
これを踏まえ、令和7年度より授業
料の改定を行うとともに、修学支
援制度を強化し、学生の修学費用
の負担軽減を目的とした措置を実
施いたしました。
　また、令和5年度には第1期卒業
生を初めて輩出し、国家試験合格
率（全国平均を上回り、専門職大
学同分野において最上位水準）お
よび就職率100％という実績を達成
し、これらの成果を初めて対外的
に明示いたしました。これらの情
報は、広報資料・説明会資料等に
明記し,情報発信の強化を図ってお
ります。
　さらに、作業療法学科において
は、令和6年度から入学定員を40名
から30名へ削減する措置を講じ、
定員規模の見直しも実施済です。
（7）
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学修負荷、臨地実務実習、国家試
験までの到達プロセスを具体的に
提示し、入学後の認識ギャップを
縮小する。併せて、入学前課題・
事前学修（基礎学力の確認と補
強）をさらに強化し、入学後のつ
まずきを減らす。
2. 学習支援（基礎力不足への体系
的対応）
　出席状況・小テスト・レポート
等から「つまずき兆候」を早期に
把握し、担任・科目担当・学修支
援担当が連携して、補習・個別指
導・学修計画の再設計（学習方法
の指導を含む）を実施する。特に
読解・記述、基礎計算等の弱点に
ついては、短期集中の補強プログ
ラムを設け、学習習慣の形成を支
援する。
3. メンタルヘルス支援の強化
　担任面談に加え、保健室（看護
師）および外部の心理専門職との
連携により、早期相談・継続支援
につなげる。休学・復学の判断や
履修負担の調整についても、学生
の状況に応じて柔軟に設計し、退
学に至る前段階で支える。
4. 少人数教育の利点を“制度とし
て”活かす（属人的対応にしな
い）
少人数である利点を、単なる“目
配り”に留めず、定期面談、

【ＡＣ】
指摘事項
（是正）

履行中

・収容定員充足率が
0.38倍と著しく低い。
教育内容の更なる充実
を図りつつ、提示され
た学生確保に向けた取
組等を確実に実施する
とともに、より効果的
な改善策を新たに講じ
る等、令和７年度の入
学定員の充足に努める
こと。（健康
科学部作業療法学科）

本学では、令和6年度における定員
未充足の主な要因として、以下の2
点を中心に分析を行いました。
① 本学の授業料が相対的に高額で
あること
② 国家試験合格率および就職実績
がこれまで対外的に示されていな
かったこと
これを踏まえ、令和7年度より授業
料の改定を行うとともに、修学支
援制度を強化し、学生の修学費用
の負担軽減を目的とした措置を実
施いたしました。
　また、令和5年度には第1期卒業
生を初めて輩出し、国家試験合格
率（全国平均を上回り、専門職大
学同分野において最上位水準）お
よび就職率100％という実績を達成
し、これらの成果を初めて対外的
に明示いたしました。これらの情
報は、広報資料・説明会資料等に
明記し,情報発信の強化を図ってお
ります。
　さらに、作業療法学科において
は、令和6年度から入学定員を40名
から30名へ削減する措置を講じ、
定員規模の見直しも実施済です。
（7）
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（令和6年度）

学修状況の共有会議、支援記録の
蓄積等により、学科として再現可
能な支援体制にする。学生の孤立
を防ぎ、学修継続を支える学修コ
ミュニティ形成も継続する。
以上により、退学要因のうち本学
が改善可能な領域（特に（b）
（c））に対し、早期発見→
支援介入→学修到達の回復を徹底
し、退学率の低減を図る。(12月24
日追記）
　なお、授業料改定や修学支援制
度の拡充による修学費用負担軽減
の効果については、志願者層への
浸透に一定の時間を要する性質が
あり、短期的な評価は困難と考え
ております。今後もその効果の推
移を継続的に検証しつつ、必要に
応じて制度的整備および追加的支
援策の検討を進めてまいります。
　また、教育内容の質的向上と並
行し、高校訪問体制の再構築、人
員体制の増強、訪問内容の質的向
上といった広報活動の再設計を含
む広報体制の強化を進め、関係者
への正確かつ魅力的な情報提供を
通じて、志願者数と定員充足率の
更なる改善を確実に目指してまい
ります。
　具体的な取組については別紙2の
通りです。（7）

【ＡＣ】
指摘事項
（是正）

履行中

・収容定員充足率が
0.38倍と著しく低い。
教育内容の更なる充実
を図りつつ、提示され
た学生確保に向けた取
組等を確実に実施する
とともに、より効果的
な改善策を新たに講じ
る等、令和７年度の入
学定員の充足に努める
こと。（健康
科学部作業療法学科）

本学では、令和6年度における定員
未充足の主な要因として、以下の2
点を中心に分析を行いました。
① 本学の授業料が相対的に高額で
あること
② 国家試験合格率および就職実績
がこれまで対外的に示されていな
かったこと
これを踏まえ、令和7年度より授業
料の改定を行うとともに、修学支
援制度を強化し、学生の修学費用
の負担軽減を目的とした措置を実
施いたしました。
　また、令和5年度には第1期卒業
生を初めて輩出し、国家試験合格
率（全国平均を上回り、専門職大
学同分野において最上位水準）お
よび就職率100％という実績を達成
し、これらの成果を初めて対外的
に明示いたしました。これらの情
報は、広報資料・説明会資料等に
明記し,情報発信の強化を図ってお
ります。
　さらに、作業療法学科において
は、令和6年度から入学定員を40名
から30名へ削減する措置を講じ、
定員規模の見直しも実施済です。
（7）
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設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和6年度）

履行中

令和7年度当初に、教員数は充足し
たのみならず、作業療法学を教授
するにふさわしい教員の先生方に
赴任いただいていることから、学
生にとって魅力的な講義および実
習が展開されることと予測してい
ます。
　しかし、一方で短期間に複数の
教員が退職することのないよう
に、教員のメンタルヘルスの定期
的なチェックと相談体制の充実を
計画しています。また、退職につ
ながるような職務上の悩みとか人
間関係についても、本人のプライ
バシーは尊重しつつ、許される範
囲で幹部教員がその相談にあたる
ようにいたします。
　また、退職教員と新任教員の移
行期に生じた可能性のある研究に
割けるエフォートの低下に関しま
しては、今後は、新任教員・現員
教員が研究活動に今まで以上にエ
フォートを割けるように、さらに
研究環境を整えてゆく計画です。
本学はもとより専門職大学であ
り、研究だけに専心するような教
員は採用できませんが、一方で研
究環境の悪さを理由に退職する教
員がでないように、その環境をさ
らに良くするように努めてまいり
ます。（７）

・多くの専任教員が辞
任しているが、改善策
が十分ではないことか
ら、教育研究水準の維
持向上等に配慮した安
定的な教員組織の編制
のため、詳細な原因分
析及びより効果的な
改善策について検討す
ること。（健康科学部
作業療法学
科）

【ＡＣ】
指摘事項
（改善）

ご指摘の事態は、専任教員9名に対
して、4名が辞職している件と理解
しております。詳細な原因分析を
いたしましたところ、まず辞職該
当教員の、教員の就任手続きにつ
きましては、適正になされていま
した。本学は、教員の就任に当た
りましては、理事長自ら採用面接
に当たると共に、勤務条件、給
与、処遇等につき、丁寧に説明の
上、教員から直接就任承諾を得て
います。経営の責任者が直接交渉
することで、就任後の齟齬等が見
られないことも明らかとなりまし
た。また当然のことながら、文書
によって雇用条件を示し、文書に
よって就任承諾書を得ています。
（雇用契約書・就任承諾書）
また後述いたしますように、それ
ぞれの教員の退職理由は体調不良
および家族の問題（診断書、辞
表）であるように、就任手続き
や、勤務条件に関することがその
退職の原因にはなっていないと判
断いたしました。また、教員の就
任辞退はございませんでした。
教員の辞任の原因といたしまして
は、ご本人の体調不良およびご家
族の体調不良がその理由です。ご
本人の体調不良はメンタル面のも
のであり、それに対する対策とい
たしましては、心理専門家による
カウンセリングや産業医による面
接を行っております。ご家族の体
調不良に関しましては、致し方が
ない面があると考えております。
むしろそうした家庭の事情を汲ん
で、辞職をお認めするのが望まし
い対応と考えております。
　次に教員辞任による教育研究上
の支障に関してですが、まずは教
育上の問題について記します。幸
い教員辞任によって、計画してい
た授業が変更や延期になったケー
スはございませんでした。この面
では学生への影響は最小限にとど
まったものと考えております。現
員教員および非常勤の教員によっ
て退職教員が担当予定であった講
義は滞りなく行うことができまし
た。ただ、教育上の専門性の観点
から本来予定されていた教員に比
べて、それを引き継いだ教員によ
る講義等の質の維持がわずかに懸
念されましたが、それについて
も、学生の評価においても、特に
問題を認めませんでした。
　次に研究上の問題ですが、辞職
した教員の研究活動レベルとその
後に就任した教員の研究活動レベ
ルに、大きな差は認めておりませ
ん。もちろん、移行期におきまし
ては、現員教員および新任教員に
一時的に教育負担が過重となり、
それが各教員の研究活動に影響を
及ぼした可能性は否定できません
が、本学は専門職大学という教育
を非常に重視した大学であること
からも、このような教育と研究の
プライオリティ・セッティングは
当然の対応と考えております。
（７）
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

学則

①　健康科学部作業療法学科　卒業単位

①　計画に変更はないが、作業療法学科における卒業単位
の誤植の修正をした。（2）
　　教育課程連携協議会で審議し、教育課程の変更に伴
い、卒業単位を1単位増加した。（6）

②　学期　期間の変更
②　臨時にを削除し、学期の期間の変更を学長が変更でき
るとした。（3）

③　入学選抜試験 ③　入学者選抜試験に名称を変更（3）

④　入学資格 ④　内容の変更はないが、読点を追加（3）

⑤　成績評価 ⑤　評価段階の誤植の訂正と表現の変更をした。（3）

⑥　休学期間
⑥　内容の変更はないが、条項内の誤植のを修正した。
（3）

⑦　施設
⑦　計画に変更はないが、教育施設を説明に追加した。
（3）

⑧　除籍 ⑧　除籍事由の滞納期を明確にした。（3）

⑨　入学定員
⑨　入学者定員を40名から30名に変更した。それに伴い収
容定員を変更した。（6）

⑩　学費 ⑩　令和7年度生からの学費を変更した。（6）

教育課程

⑪　教育課程　開講時期

⑪　人間発達学の開講時期を1年前期から後期に変更した。
（4）
　　学修効果を高めるために理論と実践を架橋するように
開講時期を変更し、教育課程を変更した。また教員の就任
時期に合わせて一時的に開講時期を変更し、教育課程を変
更した。
　　作業療法セミナーⅡを選択科目から必修科目に変更し
た。（6）
　　国際政治経済論を国際関係論に科目名と内容を変更し
た。（7）

施設・設備

⑫　共用面積の増加
⑫　本館2Fに設置校共有の多目的教室を設置したため、共
用面積が増加し、共用する他の専門学校の専用面積が減少
した。（7）

７　その他全般的事項

＜健康科学部　作業療法学科＞

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。
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　　　・SD委員会

                         令和6年5月15日委員3名出席

                         令和6年10月31日委員2名出席

                         令和6年6月 3日委員4名出席

　　④　学長・学部長による授業参観を行い、評価・助言を行う。

　　　・SD委員会　開催日:令和6年3月25日委員4名出席

　　　・FD委員会　開催日:令和6年4月24日委員3名出席

                         令和6年11月11日委員4名出席

　　③　授業参観期間を設け、教員相互の授業参観を実施し、共有フォルダーに保存し、全教員が閲覧できる
　　　　ようにした。

　　⑤　学生による授業評価アンケートを前期・後期の講義最終日に実施し、その結果をまとめる。

　　・FD研修　令和6年8月21日　健康科学部教員21名参加

　　・FD研修　令和6年8月28日　健康科学部教員21名参加

　　・FD研修　令和6年10月9日　健康科学部教員17名参加

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　全専任教員が集まって勉強会を実施し、各教員間の教育に関する実践方法や研究紹介などを行い、各教員間の連携強
化と情報共有が図れ、授業能力や教育効果を高めることができた。また、学生による授業評価アンケートを実施しその
結果を講義担当者にフィードバックし、講義内容や構成の改善を図った。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　　実施有。前期5月～7月、後期11月～1月に実施。

　ｂ　実施方法

　　・FD研修　令和7年3月26日　健康科学部教員21名参加

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　ａ　実施内容

　　・　FD研修会

　　・　教育に関する実践方法や研究についての勉強会

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

                         令和6年6月28日委員3名出席

②　実施状況

　　　・FD委員会

　　・FD研修　令和6年4月18日　健康科学部教員19名参加

　　・FD研修　令和7年2月5日　 健康科学部教員21名参加

　　・　学生による授業評価（授業アンケート）　等

　　・　教員相互の授業参観　

　　①　FD研修（勉強会を含む）・SD研修を開催する。勉強会は、全教員が集まって実施し、各教員間の教育
　　　　に関する実践方法や研究紹介などを行う。

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

　教員に対しては、学生による授業評価アンケートの集計結果をフィードバックし、学生の評価に対する教員の改善内
容を明確にした上で学長が面談を行っている。各科目の集計結果に基づき、教員は科目ごとに今後の授業改善に向けた
取り組みについてコメントし、学生へフィードバックを行い、大学のホームページを通じて学生評価アンケートの集計
結果と共に公開している。

(注)・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）
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　　（5月1日現在の委員名簿も添付してください。委員に変更がある場合は、その内容と各区分を踏まえた委員構成で

　　　あることを説明してください。併せて、別途委員名簿を変更内容が分かるよう加筆の上、提出してください。）

　　　・授業科目の内容、時間数、産業界及び地域社会との連携による授業科目の開発・開設、産業界及び

　　　　地域社会との連携による教育課程の編成、授業の実施・評価、その他学修に必要な事項に対する支援

　ａ　委員会の設置状況

　令和3年3月31日に窪山泉教授が退職したため、令和3年4月1日より浅利正二学長が学部長を兼任し、委員に就任した。
6月1日にAC教員審査の結果、新学部長に塩田雄太郎教授が就任したため、6月1日より浅利教授に代わり塩田教授が委員
に就任した。教職員としての変更であり、委員構成に変更はない。
 令和4年4月1日より、教育課程連携協議会規程が変更となり、本学の構成員が「学部長、各学科長、各学科教務委員1
名、学長が必要と認めた者1名」から「学部長、各学科長、各学科教務委員１名（学科長が教務委員を兼務する場合に
は、該当学科からの教務委員の選出は不要）、学長が必要と認めた者1名、事務局長」に変更となった。よって、令和4
年4月1日より構成員区分「教職員」の委員として本山康代事務局長が就任した。
  令和5年3月31日に塩田雄太郎教授が退職したため、令和5年4月1日より小野俊朗教授が学部長に就任したため同じ構成
員区分「教職員」の委員に再任した。令和5年4月1日より理学療法学科・作業療法学科の学科長が変更となり、小野俊朗
教授の後任として明日徹教授、小林隆司教授の後任として幸信歩教授が「教職員」区分の委員に就任した。吉田直樹教
授が退職したため、令和5年4月1日より作業療法学科の山田隆人准教授に「教職員」区分の委員を変更した。よって、委
員構成に変更はない。
　令和6年3月31日に幸信歩教授が退職したため、令和6年4月1日より既に「教職員」区分の小野俊朗学部長が作業療法学
科長としても協議会に参加している。令和6年3月31日に「教職員」区分の、山田隆人教授が退職したため、令和6年4月1
日より「教職員」区分に作業療法学科の安田従生教授が就任し、変更した。よって、委員構成に変更はない。
　令和7年4月1日より健康科学部作業療法学科長に濱畑法生が就任したため、同日より「教職員」区分に濱畑法生作業療
法学科長を追加した。よって、委員構成に変更はない。

　ｂ　委員会の開催状況（回数や開催日など）

　　　2024年11月20日（水）、2025年3月17日（水）　2回

　ｃ　委員会の審議事項等

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

　　　岡山経営者論の開講時期について検討が行われている。

　　　教育課程については検討している段階で、反映はしていない。

　　　理学療法学科にスポーツ分野を学べるような授業科目を開設し、そのためのコースなどを検討している。

　　　・特になし

②　審議状況

　ａ　審議した内容

　b　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への見直し状況

　　　理学療法士・作業療法士の教員資格に必要な科目について、検討が行われている。

　ｄ　その他

　　・　産業界との連携に関する職業の観点から教育課程に対する提案内容（3月17日）

　c　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への反映状況

　　・　地域との連携に関する職業の観点から授業に対する提案内容（11月20日）

　　・　地域との連携に関する職業の観点から授業内容に対する提案内容（3月17日）

①　体制
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　令和2年の開学以来コロナ禍に見舞われ、令和4年度もコロナ禍は続いたが、「学生の健康が第一」と「教育の場と質
の担保」の両立を目指して万全のコロナ対策を行い、各授業の遂行に際してはほぼ満足できる実績を残すことができ
た。その後令和5年5月の新型コロナウィルス感染症の感染症法上の扱いが、2類相当から5類相当になったことを受け
て、令和6年度は通常授業・実習を行うことができた。
　令和6年度に実施された臨地実務実習は、1年生対象の見学実習、3年生対象の評価実習及び総合実習Ｉであった。これ
らは令和4年度とは異なり、すべて現地で実習を行うことが可能であった。評価実習及び総合実習Iは、本学教員と受け
入れ施設の実習担当者との間では綿密な連携体制をとりながら各々の実習を終えることができた。なお評価実習前には
医療面接試験を実施し、又総合実習Iの前にはPre OSCEを実施し、対象者に対して実習前評価を実施した。臨地実務実習
については、各学科においては、1年生の見学実習を令和7年2月17日から3月1日の内4日間、学外施設において実施し
た。3年生前期には、評価実習を、理学療法学科及び作業療法学科で令和6年7月29日から20日間、実施した。総合実習Ⅰ
については、3年生後期に、理学療法学科では令和7年1月6日から45日間、作業療法学科では令和7年1月6日から50日間、
実施した。総合実習Ⅱは、4年生前期に、理学療法学科では令和6年7月16日から45日間、作業療法学科では7月16日から
50日間、実施した。いずれも学外施設で実施した。なお、評価実習の前には医療面接試験、総合実習Ⅰの前にはPre
OSCE、総合実習Ⅱの終了後には、Post OSCEを実施し、実習前と実習後の評価を行った。実習にあたっては、各実習施設
との連携を密にして、実習の質の担保に努め、順調に実習は遂行された。
　4年生については、令和5年度には、本学では初めての教育課程となる卒業研究と卒業論文の作成が実施された。令和6
年度の卒業研究では、各々は、療法士の視点に立った適切なテーマを設定し、担当教員の指導の下、粘り強く、弛みな
く研究を遂行し、成果に結び付けた。令和6年10月30日に開催された卒業研究発表会おいて、23の研究が、全教員と全4
年生及び一部他学年を前にして口頭で発表された。どの研究もレベルの高いものであり、さらに一部の研究は、一般論
文化も可能なほどの質を備えていた。研究内容および発表が優れていた優秀研究に対しては、専攻の結果、優秀論文賞
が授与された（理学療法学科1研究、作業療法学科1研究）。全ての研究成果は「2024年度 卒業論文集」としてまとめた
上、発刊された。この卒業論文集は、関係各所に配付され、本学の卒業研究のレベルを認知してもらう良い機会となっ
た。

　研究活動については、各教員は「実践の理論」に重きを置いた研究に取り組んできた。令和5年度の学術業績について
は、和文著書1編、英文論文9編、和文論文14編、学会発表は国内33件、国際4件であった。本学の研究活動は、ほぼ全て
が臨床研究であることから、令和5年度においても、コロナ禍による研究への影響は、なお避けられなかったと思われ
る。このような厳しい研究環境下においては、それなりに十分な成果ではなかったかと思われる。令和6年度の学術業績
については、英文論文17編、和文論文15編、学会発表は国内28件、国際3件であった。やはりコロナ禍による影響は免れ
ていないものの、投稿中の論文も増加しており、令和7年度における研究成果の増加が期待される。
　令和6年度の外部資金獲得としては、科研費の新規採択は基盤研修（C）1件であった。
　なお、令和6年度の各教員の学術業績については、現在集計中であり、令和7年9月1日発刊予定の「岡山医療専門職大
学年報2024（令和6）年度」にて詳細を公表する予定である。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　本学は令和2年に開学して令和5年度に学年進行が終了したところである。令和6年3月には第1期の卒業生を送り出すこ
とができ、令和7年3月には第2期の卒業生を輩出した。
本学の設置の趣旨や目的の達成状況について、令和6年度の教学面におけるいくつかの主な事項について評価する。
　まず、大学運営を円滑に行うために必要な各種委員会や会議を、それぞれが担う機能別に分類した組織構造として、
機能の分化とその明確化を図ったことは本学の特徴と言えるが、令和6年度においても、機能分化の明確化は大学運営の
円滑な遂行に寄与したと評価される。各委員会及び会議は、その果たす機能別に以下の6部門を設置している。即ちそれ
らは、大学運営に関する部門、教育・研究の質向上に関する部門、教職員の質向上に関する部門、入試・広報・学生教
育支援に関する部門、職場環境改善に関する部門、地域・大学との連携に関する部門のである。これらのうち、教学マ
ネジメントに関する部門は、主に、教育・研究の質向上に関する部門、教職員の質向上に関する部門、入試・広報・学
生教育支援に関する部門である。教育・研究の質向上に関する部門には、教育課程連携協議会、教務委員会、実習委員
会、倫理審査委員会、大学紀要委員会が配置され、教職員の質向上に関する部門には、大学FD委員会、大学SD委員会、
大学自己点検・評価委員会が配置され、入試・広報・学生教育支援に関する部門には、入学者選考委員会、広報委員
会、学生委員会、国家試験対策委員会が配置されている。各々の委員会では委員長が委員会を統括し、その結果を必要
に応じ、運営評議会にて審議決定し、さらに教授会に上程し情報の共有を図っている。
このように本学では、円滑な教学運営を遂行するために、各機能を分割し部門化することにより各機能が明確化され運
営されてきたが、令和6年度においても、引き続いて教学マネジメントの円滑な遂行に向けた組織体制を敷くことができ
ていると判断している。また、令和6年11月に受審した分野別認証評価の実地調査の際に新たに設けることを示唆された
大学のブランディング強化のための教職連携の委員会について、12月より「魅力度向上委員会」という名称で発足さ
せ、月に1回、定員充足に向けた取組を検討している。このように安定した組織体制に加えて、ニーズに応じて柔軟に新
たな委員会を設けることも評価できるものと考える。

　学生の充足率についてであるが、令和６年度の収容定員充足率は、理学療法学科が83.8％、作業療法学科は50.0％、
全体では72.5％であり、令和5年度は、理学療法学科が68.8％、作業療法学科は27.5％、全体では55％であった。なお充
足率は低く、令和6年度には令和5年度よりさらに減少した。
　また、令和6年度入学定員充足率は理学療法学科が42.5％、作業療法学科が33.3％（定員40名から30名に変更）であっ
たが、令和6年度に行われた令和7年度入学試験に基づく定員充足率については、前者が66.3％、後者が36.7％となり、
いずれも入学者数は増加し、一昨年水準に戻った。しかしながら、定員充足には至っていないことから、要因を分析抽
出して、次年度の充足率の確保に向けて対応を取っている。
　教員の資質と力量の向上については、学外講師を招いての従来のＦＤ活動に加えて、定期的に教員全員が集まってＦ
Ｄ活動の一環としての研修会を開催し、各教員の教育に対する姿勢や考え方、実践方法等や研究に関する知識や情報を
発表し、教員の資質と力量の向上に努め、教育の水準と実績の担保を図るべく努めてきた。令和6年度には、計　回のFD
研修会を行った。また、教職連携の推進の観点から、SD活動との連携を図り、SD・FDの共通研修会も行った。
　これに加えて、各教員は関連する学会や職能協会が主宰する種々なる研修の機会に積極的に参加し、自らの資質の向
上に努め、さらに得られた知識や技術を本学の教育に反映するよう努めている。

（４） 自己点検・評価等に関する事項
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（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を含めて記入してください。

　　・大学ホームページ上に公開予定（令和７年８月末を予定）

　　・令和11年度に分野別認証評価を評価機構（一般社団法人専門職高等教育質保証機構）の評価を受けるべく、
　　　学内で検討中

大学間や地域等との連携活動に関しては、開学と同時に岡山県下の全大学で構成される「大学コンソーシアム岡山」に
加盟している。これは、岡山経済同友会を核に、官として岡山県、学として岡山県下の全大学が参加する、産官学の先
進的なプラットフォームである。
　令和6年度も、年2回開催される代表者会議に出席し、他の大学や、行政、産業界との意見を交換した。その成果の一
つが、令和7年2月に出された岡山経済同友会から出され「若者が夢を持って活躍できる岡山への転換『大学コンソーシ
アム岡山』活性化による新たな取り組みの推進」という提言書である。非常に小規模な大学である本学も、大きな大学
に伍して、コンソーシアムが主催する各種会議やイベントに積極的に参加してきた。また、コンソーシアム内の障がい
学生支援委員会に大学の特色を活かして委員を派遣するなど、その運営にも関与している。
　また、本コンソーシアムが主催する市民向けの公開講座「吉備創生カレッジ」には前期後期それぞれに計２つのプロ
グラムを提供し、本学教員が講師として、その専門領域を中心としての市民への啓蒙に繋がる活動を行った。
　令和3年度には、新たに岡山県下の県立高校との連携を図るため岡山県教育委員会との間で連携協力の協定書を交わし
た。
　さらに令和4年度も、令和2年度に発足した全国の専門職大学で組織される「専門職大学コンソーシアム」に参画して
意見発表を行い、専門職大学間の連携を図った。また「大学ジャーナルONLINE」に投稿し専門職大学の魅力について発
信した。専門職大学に特徴的な課題について、話し合える貴重な場であると捉え、この枠組みにも学長自らが積極的に
参加している。
　大学情報は、令和4年8月に「令和3年度自己点検評価書」をホームページに公表し、令和4年9月に令和3年度の大学及
び教職員の活動実績をまとめた「岡山医療専門職大学年報　2021（令和3）年度」を発行し、全国の専門職大学、岡山県
下の全大学及び全ての実習先施設に配布した。その後も、毎年「自己点検評価書」をホームページで公表するととも
に、「岡山医療専門職大学年報」も公刊し、関係各所に配付し、情報発信を行っている。

　このように令和4年から6年度の各領域の活動を総括すると、特に作業療法学科において、学生定員充足率に大きな課
題を残したこと、および、同じく作業療法学科の教員が短期間に複数辞職したことを除いた他の項目・目標について
は、ほぼ達成できたと評価される。

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

○　設置計画履行状況報告書（令和７年度）

　　・令和７年８月１日　公表

　ｂ　公表方法

　　・自己点検・評価報告書として大学ホームページ、刊行物および電子媒体等により学内外に公表している。

　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書について記入してください。

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

　（専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院については、機関別認証評価と分野別認証評価それぞれの受審計画について記載してください。）

≪ａで公表「無」の場合≫

（５） 情報公表に関する事項

③　認証評価を受ける計画

　　・令和８年に評価機関（一般社団法人専門職高等教育質保証機構）の評価を受ける予定

　ａ　公表（予定）時期
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